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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  
回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

(1) 連結経営指標等           

売上高 (百万円) 350,585 331,337 411,987 349,699 346,855 

経常利益(△経常損失) (百万円) 10,195 △5,663 9,377 772 1,967 

当期純利益 
(△当期純損失) 

(百万円) 4,046 △28,744 634 601 1,317 

純資産額 (百万円) 58,884 23,784 28,154 25,868 26,897 

総資産額 (百万円) 218,585 205,758 155,459 170,012 167,049 

１株当たり純資産額 (円) 120,113.05 48,515.14 57,419.68 52,692.32 54,794.33 

１株当たり当期純利益 
(△当期純損失) 

(円) 11,899.65 △58,811.40 1,264.53 1,151.74 2,616.49 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― 1,049.94 956.28 2,166.43 

自己資本比率 (％) 26.93 11.56 18.11 15.21 16.10 

自己資本利益率 (％) 10.20 ― 2.44 2.23 4.99 

株価収益率 (倍) 25.2 ― 116.2 154.5 82.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 18,838 254 3,080 △737 △13,363 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,947 △9,520 △11,087 3,410 △111 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △30,823 27,279 △2,209 △6,441 6,657 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 19,986 37,715 26,756 24,157 17,617 

従業員数 
〔外、平均臨時 
従業員数〕 

(名) 
2,081 

〔1,493〕

2,231

〔1,460〕

1,262

〔1,868〕

1,920 

〔2,466〕

2,841

〔2,981〕

(2) 提出会社の経営指標等           

売上高 (百万円) 101,663 64,371 83,968 105,931 56,048 

経常利益(△経常損失) (百万円) 21,445 363 9,221 1,344 △2,076 

当期純利益 
(△当期純損失) 

(百万円) 7,277 △38,873 6,491 7,845 629 

資本金 (百万円) 20,456 20,456 20,456 20,456 20,456 

発行済株式総数 (株) 490,240 490,240 490,240 490,240 490,240 

純資産額 (百万円) 62,747 18,882 29,949 32,944 33,579 

総資産額 (百万円) 139,570 103,787 113,367 105,040 107,553 

１株当たり純資産額 (円) 127,992.70 38,516.05 61,092.11 67,200.97 68,495.66 

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
― 

(―)

―

(―)

―

(―)

― 

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益 
(△当期純損失) 

(円) 21,401.63 △79,469.87 13,240.98 16,004.05 1,284.89 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― 10,993.93 13,288.10 1,066.84 

自己資本比率 (％) 44.96 18.19 26.42 31.36 31.22 

自己資本利益率 (％) 17.24 ― 26.59 24.95 1.89 

株価収益率 (倍) 14.0 ― 11.1 11.1 167.3 

配当性向 (％) ― ― ― ― ― 

従業員数 
〔外、平均臨時 
従業員数〕 

(名) 
87 
〔7〕

88
〔5〕

76
〔6〕

61 
〔14〕

57
〔11〕



  
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第３期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、転換社債等の潜在株式がないため、記載しておりません。ま

た、第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されているため、記載して

おりません。 

３ 第４期の株価収益率については、当期純損失のため、記載しておりません。 

４ 第４期の自己資本利益率については、当期純損失のため、記載しておりません。 

５ 平成13年７月27日開催の取締役会の決議により、平成13年９月15日付で１株を２株とする株式分割を行っております。な

お、第３期の１株当たり当期純利益は、株式分割を行った日に株式が増加したものとして計算しております。 

６ 平成13年12月14日に大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場(現ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場)

に上場したことに伴い、普通株式80,000株を新規に発行しております。これにより、発行済株式総数は490,240株となり

ました。 

７ 第４期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に当

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２

号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。 

    ８ アイ・ティー・テレコム㈱は第５期より決算日を従来の12月31日から３月31日に変更したことに伴い、平成16年３月31日

現在の貸借対照表および平成15年１月１日から平成16年３月31日までの15ヶ月間の損益計算書、キャッシュ・フロー計算

書を使用しております。 

    ９ 第７期から、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

  



２ 【沿革】 

当社は、昭和61年５月に東京都中央区に現在とは異なる事業を目的として設立されましたが、平成２年４月に営業

活動を休止し、休眠状態にありました。平成12年３月末に当社の親会社であった日商岩井㈱情報産業本部の事業を引

継ぐことを目的に、同社より営業譲渡を受け、平成12年４月より事業を再開しております。平成15年１月には、戦略

的な関係強化を目的として、平成12年８月より株主であったオリンパス㈱が日商岩井㈱の保有する当社株式を追加取

得し、当社の筆頭株主となり、また、平成16年９月に同社は当社株式をさらに追加取得し、当社の親会社となりまし

た。 

参考情報として、当社沿革に加えて、日商岩井㈱情報産業本部の沿革も併記いたします。 

  

当社の沿革 

  

昭和61年５月 日商岩井㈱とサンウエーブ工業㈱の合弁会社として、東京都中央区に㈱サニックを設
立(資本金50百万円)。各種家庭用電気機器及びその部品等の輸出入販売業務を開始。 

平成２年４月 営業活動を休止。 
 同年 ７月 日商岩井㈱が、サンウエーブ工業㈱より当社株式を買い取ったことで、同社子会社と

なる。 
平成11年12月 アイ・ティー・エックス㈱に商号変更。本店を東京都港区に移転し、会社の事業目的

を情報通信関連品の販売及び投資事業その他に変更。 
平成12年３月 日商岩井㈱より、同社情報産業本部の事業に属する、一部債権・債務を除く全ての有

形・無形資産及び負債を譲り受ける。 
 同年 ４月 IT分野での営業活動を開始する。 
 同年 ７月 ニチメン㈱と戦略的提携協定書を締結し、情報産業分野での業容拡大を目的に、同社

の情報産業関連子会社であるニチメンテレコム㈱等計５社の株式を譲り受ける。 
 同年 ９月 本店を東京都千代田区に移転。 

欧州支店を設立。 
  
  

 同年 10月 

日商岩井㈱より、同社医療システム部第３課の事業に属する、一部債権・債務を除く
全ての有形・無形資産を譲り受ける。 
ライフサイエンス分野での営業を開始する。 
当社グループ内の事業再編の一環として、エヌ・アイ・テレコム㈱とニチメンテレコ
ム㈱が合併し、アイ・ティー・テレコム㈱となる。 

平成13年１月 定款上の商号をアイ・ティー・エックス㈱からITX㈱に変更。 
 同年 ３月 当社グループ内の事業再編の一環として、当社子会社である㈱ハイテク21とニチメン

電子工研㈱が合併(存続会社は㈱ハイテク21)。 
 同年 ４月 当社グループ内の事業再編の一環として、当社関連会社であるNOC日本アウトソーシン

グ㈱の持株比率を引上げ、子会社化する。 
 同年 10月 当社子会社であるアイ・ティー・電子部品㈱と東京電音㈱が合併(存続会社は東京電音

㈱。同社は平成16年10月㈱ソリストに商号変更)。 
 同年 12月 大阪証券取引所(ナスダック・ジャパン市場(現ヘラクレス市場))に上場。 
平成14年４月 当社子会社である㈱ハイテク21(平成14年４月１日をもってITXイー・グローバレッジ

㈱に商号変更)は、平成14年４月１日に当社のエレクトロニクス事業等の機器販売・サ
ービス事業を、ITXイー・グローバレッジ㈱に承継する吸収会社分割を実施。 

平成15年１月 当社との戦略的関係強化を目的として、オリンパス光学工業㈱が当社株式を日商岩井
㈱より追加取得し、当社の筆頭株主となる。 

平成16年４月 オリンパス㈱より、㈱オリンパスAVS（現㈱AVS）、㈱オリンパス綜合サービス（現NOC
日本アウトソーシング㈱）の株式を譲り受ける。 

  第２位株主である日商岩井㈱と第４位株主であるニチメン㈱の合併（現双日㈱）によ
り、双日㈱が当社の筆頭株主となる。 

  子会社であった日商エレクトロニクス㈱の株式を双日㈱へ売却 
  同年 ９月 オリンパス㈱が当社株式を追加取得し、当社の親会社となる。 
  同年 10月 当社グループ内の事業再編の一環として、当社子会社であるITXイー・グローバレッジ

㈱、アイ・ティー・テレコム㈱、ギズモプリュス㈱におけるモバイルサービス関連事
業を統合し、クワトロメディア㈱を設立。 
当社グループ内の事業再編の一環として、同年７月に当社子会社である㈱スマートリ
ンクと合併した当社子会社であるNOC日本アウトソーシング㈱が、㈱オリンパス綜合サ
ービスと合併(存続会社は㈱オリンパス綜合サービス。同社は同年11月にNOC日本アウ
トソーシング㈱に商号変更)。 

  当社子会社である㈱AVSに、当社のライフサイエンス事業における医療機器輸入・販売
の事業を譲渡。 

  同年 12月 オリンパス㈱より、ＫＳオリンパス㈱の株式を譲り受ける。 
平成17年２月 子会社であるテクマトリックス㈱が㈱ジャスダック証券取引所に上場する。 
  同年 ９月 子会社であるテクマトリックス㈱の株式を更なる投資家層の拡大、株式の流動性の向

上を目的として、当社保有株式の一部を譲渡する。これにより、同社は当社子会社か
ら持分法適用会社へ変更となる。 

平成18年１月 翼システム㈱のパッケージソフトウェア事業を分社化により承継したアイ・ティー・
エックス翼ネット㈱を当社グループ所有株式数100％の子会社として譲り受ける。 



  

（参考情報） 日商岩井㈱情報産業本部の沿革 

  

（参考情報） 

  

  同年 ５月 当社グループ内の事業再編の一環として、当社子会社であるＫＳオリンパス㈱と㈱デ
ジタルアークスが合併。（存続会社はKSオリンパス㈱。） 

昭和59年10月 現在の当社の実質的前身となる日商岩井㈱電子・通信機器本部(昭和61年４月より情報

産業本部に改組)発足。 

昭和60年４月 サテライトジャパン㈱(現ＪＳＡＴ㈱)の設立に参加。 

昭和61年２月 富士通㈱との合弁会社として、東京都千代田区に㈱エヌ・アイ・エフ(現ニフティ㈱)

を設立。 

平成９年４月 パソコン周辺機器輸出取引の開始。 

平成11年３月 ニフティ㈱株式を富士通㈱に売却。 

平成15年10月 オリンパス光学工業㈱は、オリンパス㈱に商号変更しております。 

平成16年４月 日商岩井㈱は、ニチメン㈱と合併し双日㈱になっております。 



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社、子会社及び関連会社)は、ITの無限の可能性を追求し、ITを駆使して世の中に革新を起こすこ

とを目指し、①ライフサイエンス事業、②ネットワーク＆テクノロジー事業、③モバイル事業、④ビジネスイノベー

ション事業に特化した投資育成及び同分野に関連する機器販売・サービスの提供を行っております。当社グループの

売上高、利益の大半は、機器販売・サービスの提供と投資育成株式売却からのキャピタルゲインによる収益から構成

されております。投資育成の推進により、機器販売・サービスの収益が増加し、機器販売・サービスの推進が投資育

成の事業価値増大をもたらすという相乗効果をもっており、投資育成と機器販売・サービスの両輪の展開により当社

グループの発展を図ることを基本方針にしております。 

  

・ライフサイエンス事業 

(医療事業、バイオ、生活産業) 

・ネットワーク＆テクノロジー事業 

(ネットワークソリューション、ブロードバンド、インターネットサービス、次世代半導体・電子デバイス) 

・モバイル事業 

(モバイル端末・ソリューション・コンテンツ) 

・ビジネスイノベーション事業 

(CVC（コーポレートベンチャーキャピタル）、ヒューマンキャピタルマネジメント、知的財産権、構造改革) 

  

(1) 投資育成について 

投資育成とは、①当社グループ単独、又は戦略的パートナー、有力企業とのコラボレーションによる「創業」、

②設立まもないアーリーステージにある企業への「出資」または③グループ力強化及びシナジー効果創出を目指す

「買収・再編」を行い、その後、人員派遣・経営関与・営業面でのサポート等を通じてこれらの未公開企業を「育

成」し、事業価値を高めたうえで、株式上場やＭ＆Ａ等により株式売却益(キャピタルゲイン)を獲得することで

「事業価値実現」を目指すことであります。 

当社、ITX INTERNATIONAL EQUITY CORPORATION及びITXイノベーション１号投資事業組合では、投資先の内、71社

(平成18年３月末現在)を投資育成先として位置付け、人員派遣・経営関与・営業面でのサポートを通じた育成を行

っております。投資育成先は出資比率に応じて、「投資育成関係会社株式」または「投資育成有価証券」に分類さ

れております。 

当該業務の収益源は、これら投資育成関係会社株式または投資育成有価証券の事業価値実現時の株式売却益(キャ

ピタルゲイン)となりますが、当社投資育成の主な特徴は以下のとおりであります。 

  



① 人員の派遣 

当社自ら人員を派遣し積極的に事業に参画します。そして、当社、グループ会社、戦略的パートナー企業から

様々な支援を行います。支援分野はその事業特性により多岐にわたります。 

・経営       ・マーケティング支援     ・技術支援 

・営業支援     ・管理支援          ・システム支援 等 

  

② ３つのネットワークの活用 

当社グループは、投資育成を展開していく中で、下記の３つのネットワークを有効活用しております。 

・株主(戦略的パートナー) 

当社の株主として、様々な分野の企業が資本参加しております。当社はこれらの株主を戦略的パートナー

と位置付け、各社との連携による事業発掘を積極的に展開しております。 

特に、平成16年９月、オリンパス株式会社が当社株式を追加取得したことにより、当社は同社の子会社と

なりました。今後当社は、さらにオリンパス株式会社のもつ先進的技術力、グローバルな販売力、ブラン

ド力と、当社の強みである新規事業創出力、事業育成力及びネットワーク分野・ライフサイエンス分野で

の専門性を有機的に融合させ、新規事業開発並びにその展開を積極的に行っていく予定でおります。さら

に、他の戦略的パートナーをも巻き込んだダイナミックな協業案件などの可能性を追求してまいります。 

・関係会社 

当社グループは、IT関連機器の販売、IT関連サービスの提供に実績を持つ、子会社54社、関連会社10社で

構成されております(平成18年３月末現在)。当社ではグループ間での協力を促進することで以下のような

シナジー効果の形成を目指しております。 

・各社が持つネットワークからの事業創出 

・システムインテグレーション等の技術サポート 

・各社が持つ販売網の有効活用等による営業・マーケティング支援 

・海外戦略拠点 

当社グループは日本を含むアジア、米国などの拠点で事業を展開しています。 

米国シリコンバレーでは現地法人のITX International Holdings, Inc.が、新規ビジネスの発掘、最新技

術情報の収集などを行っております。さらには、日本で成功したビジネスを米国で展開したり、またその

逆に、海外での成功事例を日本国内で展開するなど、ワールドワイドに積極的な事業創出を行っておりま

す。 

また、米国内の投資を集約、管理するために、ITX INTERNATIONAL EQUITY CORPORATIONより米国向け投資

を行っております。 

さらに、中国、ベトナムを中心として、アジア地域広域における新技術・投資案件の発掘、製品・サービ

スの市場開拓等を目的として、ベトナム（ハノイおよびホーチミン）、上海に駐在員事務所を開設致しま

した。 



(2) 機器販売・サービスについて 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 社名の◎は子会社、○は関連会社、●は投資育成会社を指します。 

２ 上記のほかに、当社子会社には、米国法人であるITX International Holdings, Inc.、ITX INTERNATIONAL EQUITY 

CORPORATION及び、㈱イー・ピー・オペレーションの３社があります。 

  

  主な事業内容 会社名 

ライフサイエンス事業 ・内視鏡・顕微鏡等の光学医用器具の販売

・欧米の技術を利用した治療用デバイス、非・低侵襲で患

者への負担が少ないデバイス等の販売 
・医療情報ソリューションサービスの提供 
・ゲノム創薬支援の展開 
・「安心で安全な食」を前提とした健康関連事業の展開 
当該事業の収益源は、機器等販売収入の他、各種サービス

の提供に対する手数料となります。 

当社 

ＫＳオリンパス㈱◎ 

ティーメディクス㈱◎● 

㈱ＡＶＳ◎ 

ジーンフロンティア㈱◎● 

他 子会社２社(内、投資育成会社２社) 

関連会社１社(内、投資育成会社１社) 

  ネットワーク＆テクノロ

ジー事業 

・システムインテグレーションサービス

・ネットワークインフラシステム販売 
・セキュリティーソリューションの提供 
・パッケージソフトウェア開発・販売 
・CATV事業 
・光ファイバーを用いたブロードバンド・サービス事業 
・EC決済、CRM等の各種インターネットサービス 
・半導体製造装置・電子機器の販売 
当該事業の収益源は、機器販売収入の他、各種サービスの

提供に対する手数料となります。 

当社 

ITXイー・グローバレッジ㈱◎ 

㈱ソリスト◎ 

アイ・ティー・エックス翼ネット㈱◎● 

テクマトリックス㈱○● 

他 子会社18社(内、投資育成会社７社) 

関連会社６社(内、投資育成会社４社) 

  モバイル事業 ・モバイル端末のディストリビューションビジネス 

・モバイルソリューションの提供 

・モバイルコンテンツサービスの提供 

当該業務の収益源は、主に機器販売収入の他、各種サービ

スの提供に対する手数料と第一種通信事業者からのコミッ

ション収入となります。 

当社 

アイ・ティー・テレコム㈱◎ 

クワトロメディア㈱◎● 

他 子会社１社 

関連会社１社 

  ビジネスイノベーション

事業 

・ベンチャー投資 
・ヒューマンリソース（新卒採用支援・新卒派遣等）、ア

ウトソーシングサービス等の提供 
・特許分析、特許・技術ライセンス移転ビジネスの展開 
・事業再生を目的とした投資および融資 

当該事業の収益源は、各種サービスの提供に対する手数料

となります。 

当社 

㈱アトラクス◎ 

アイ・ピー・エックス㈱◎● 

ＮＯＣ日本アウトソーシング㈱◎ 

㈱ITXキャピタル・イノベーション◎ 

他 子会社17社(内、投資育成会社５社) 

関連会社1社(内、投資育成会社１社) 



[事業系統図] 

 
  

１．当該事業区分とセグメント情報は一致しています。 

２．上記のほかに、当社子会社には米国法人であるITX International Holdings,Inc.、ITX INTERNATIONAL EQUITY  CORPORATION、株式

会社イー・ピー・オペレーションの計３社があります。 

３．株式会社ソリスト、ならびにテクマトリックス株式会社はジャスダック証券取引所に上場しております。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

（平成18年３月31日現在）

(注) １ 親会社以外の主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 議決権の所有又は被所有割合欄の(内書)は、間接所有又は被間接所有であります。 

３ 特定子会社であります。なお、その他の中には、特定子会社であるITX INTERNATIONAL EQUITY CORPORATIONが含まれてお

ります。 

４ 持分は100分の20未満ではありますが、実質的に影響力をもっているため、関連会社としたものであります。 

５ 有価証券報告書の提出会社であります。 

６ アイ・ティー・テレコム㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。) の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。同社の売上高は、モバイルセグメントの売上高の90％を超えるため、同社の損益情報の記載は省

略しております。 

    

  

名称 住所 資本金
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所
有又は被所
有割合(％)

関係内容 摘要 

(親会社)         

オリンパス㈱ 東京都新宿区 48,331 精密機器製造
・販売 

76.6
(9.9)

役員の兼任 ２名 注5 

(連結子会社)         

アイ・ティー・テレコム㈱ 東京都港区 545 モバイル事業 100.0 役員の兼任 ３名 注6 

ＫＳオリンパス㈱ 東京都新宿区 46 ライフサイエ
ンス事業 100.0     

ITXイー・グローバレッジ㈱ 東京都目黒区 555 
ネットワーク
＆テクノロジ
ー事業 

100.0 役員の兼任 ２名   

㈱ＡＶＳ 東京都新宿区 60 ライフサイエ
ンス事業 100.0     

㈱ソリスト 東京都千代田区 1,394 
ネットワーク
＆テクノロジ
ー事業 

50.5 役員の兼任 １名 注5 

ＮＯＣ日本アウトソーシング㈱ 東京都新宿区 100 
ビジネスイノ
ベーション事
業 

100.0 役員の兼任 １名   

㈱アトラクス 東京都江東区 329 
ビジネスイノ
ベーション事
業 

98.14     

アイ・ティー・エックス翼 
ネット㈱ 

東京都江東区 7,885 
ネットワーク
＆テクノロジ
ー事業 

100.0
(0.1) 役員の兼任 ２名 注3 

その他42社 ― ― ― ― ― 注3 

(持分法適用関連会社)         

エヌ・ティ・ティ・ベトナム㈱ 東京都渋谷区 6,400 
ネットワーク
＆テクノロジ
ー事業 

30.0     

ケーブルネット埼玉㈱ 埼玉県川口市 2,700 
ネットワーク
＆テクノロジ
ー事業 

15.7 債務保証 注4 

日野ケーブルテレビ㈱ 東京都日野市 1,520 
ネットワーク
＆テクノロジ
ー事業 

16.6   注4 

テクマトリックス㈱ 東京都品川区 1,263 
ネットワーク
＆テクノロジ
ー事業 

32.0   注5 

その他６社 ― ― ― ― ― ― 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は就業人員(当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外からの契約社員及び受入出向者数を含む)であ

り、臨時雇用者数(派遣社員等)は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員は、本社の管理部門に所属しているものであります。 

    ３ 従業員の増加の主な要因は、主としてアイ・ティー・エックス翼ネット㈱が新たに連結子会社となったことによるもので

あります。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は就業人員(出向者数を除き、契約社員及び受入出向者数を含む)であり、臨時雇用者数(派遣社員等)は( )内に

年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与(税込)は、賞与及び時間外手当を含んでおります。 

３ 上記の他に出向者が16名おります。 

  

(3) 労働組合の状況 

社員を代表する組織として社員会があります。労使関係は円満に推移しており、社員会と会社との間に特記す

べき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

ライフサイエンス事業 
410 
(82) 

ネットワーク＆テクノロジー事業 
1,312 
(108) 

モバイル事業 
518 

(1,907) 

ビジネスイノベーション事業 
573 
(878) 

全社(共通) 
28 
(6) 

合計 
2,841 
(2,981) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

57 
(11) 

40.9 3.0 8,592,835 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績の概要 

当連結会計年度におけるわが国経済は、今年３月の日本銀行の量的緩和政策解除に象徴されますように、デフレからの

脱却が確実になった年度でありました。企業収益の改善が個人消費へと波及しており、国内民間需要に支えられた好景気

の中、当社グループ各社の事業領域におきましても、概ね回復基調で推移いたしました。しかしながら、当社のグループ価

値を顕在化させる新興株式市場におきましては、上場企業の各種問題に起因する上場審査の厳格化や、大量注文をさばき

きれないシステムの問題により上場手続きが一時期停止されるなど、ＩＰＯ（新規公開）の環境変化の激しい年度でもありまし

た。 

  このような経営環境のもと、当社グループは、「事業創出サイクル加速の元年」となるよう役職員一丸となって様々な投資・

事業育成、機器販売・サービスに取り組みました。 

  投資・事業育成では「ポートフォリオの見直しと実行」と「上場を目指す子会社の上場確度の向上」に注力いたしました。投

資におきましては、アイ・ティー・エックス翼ネット株式会社の大型買収の実行により、自動車アフターマーケットという新たな

事業領域への進出の布石を打つことができました。しかしながら、投資育成株式の売却が想定どおり進行できなかったこと、

当初見込んでいた子会社の上場が期中に実現しなかったことにより利益面において当初計画の下方修正を行いました。 

   機器販売・サービスでは、「収益基盤の強化」に注力いたしました。ライフサイエンス事業におきましては、昨年度買収し事

業育成してまいりましたＫＳオリンパス株式会社を中心に着実に収益力を向上させました。また、ネットワーク＆テクノロジー

事業におきましても、事業再編効果により収益性を向上させることができました。モバイル事業におきまして、今秋にナンバ

ーポータビリティ導入を控えた携帯電話販売ビジネスの収益基盤の源泉となる業界シェアの拡大と売上高の拡大は達成で

きましたが、拡販コストの増大により収益面では苦戦いたしました。ビジネスイノベーション事業におきましては、収益面で悪

化いたしましたが、中国の有力なソフトウェア企業ＮＥＵＳＯＦＴ Ｇｒｏｕｐ Ｌｔｄ．と事業提携し、国内企業向けにＢＰＯサービス

（情報システムを活用し、企業の間接業務を代行するサービス）を提供するＤＡＳアウトソーシング株式会社を３月に設立し、

次年度以降の収益基盤の強化に貢献するものと期待しております。 

  

以上のような取り組みの結果、当連結会計年度の連結売上高につきましては、携帯電話販売事業等の機器販売・サービ

スにおける売上高が堅調に推移したものの、投資育成株式の売却が減少したこと等により、対前期比0.8%減の3,468億55百

万円となりました。主な売上高構成内訳では、当社単体で560億48百万円、主要な連結子会社ではアイ・ティー・テレコム株

式会社で2,021億３百万円（連結売上高）、ＫＳオリンパス株式会社307億43百万円、ＩＴＸイー・グローバレッジ株式会社139億

89百万円（連結売上高）となっております。事業領域のセグメント別における売上高では、ライフサイエンス事業は423億88百

万円（構成比12.2％）、ネットワーク＆テクノロジー事業は837億15百万円（同24.1％）、モバイル事業は2,043億32百万円（同

58.9％）、ビジネスイノベーション事業は169億27百万円（同4.9％）となりました。 

利益につきましては、売上総利益において投資育成株式の売却益が減少したものの、機器販売・サービスでＫＳオリンパス

株式会社を通期にわたり連結したこと等により、対前期比4.9％増の410億83百万円となりました。販売費及び一般管理費に

おいては、携帯電話販売事業における拡販コストの増大等により前期比61億75百万円増加の381億78百万円となり （主な

内訳は人件費148億29百万円、人件費以外の費用233億48百万円（内、連結調整勘定償却額21億20百万円））、営業利益

は対前期比59.4％減の29億５百万円となりました。また営業外収益13億42百万円、営業外費用22億81百万円を計上した結

果、経常利益は19億67百万円（前期比11億95百万円の改善）となりました。 

さらに、関係会社株式売却益を主要因とした特別利益34億84百万円を計上し、減損損失を主要因とした特別損失27億61百

万円を計上した結果、税金等調整前当期純利益は26億89百万円（前期比４億69百万円の改善）となり、当期純利益は13億

17百万円（前期比７億15百万円の改善）となりました。 



  

  



事業内容別業績 

当社グループは、当社、子会社54社及び関連会社10社(平成18年３月末)計65社で構成されております。なお、

当連結会計年度における連結セグメント別、収益内容別（投資育成株式売却による収益及び機器販売・サービス

の提供）の売上高、売上総利益及び連結セグメント別営業利益の概要は次のとおりであります。 

  

  

  

  

前連結会計年度    

（百万円） 

当連結会計年度    

（百万円） 

ライフサイエンス事業     

  売上高 24,887 42,388 

  (投資育成) (931) (2,403) 

  (機器販売・サービス) (23,955) (39,985) 

  売上総利益 4,280 8,014 

  (投資育成) (794) (1,871) 

  (機器販売・サービス) (3,486) (6,143) 

  販売費及び一般管理費 △3,665 △5,608 

  

営業利益 （注） 614 2,406 

(投資育成) (586) (1,687) 

(機器販売・サービス) (28) (718) 

ネットワーク＆テクノロジー事業     

  売上高 133,681 83,715 

  (投資育成) (12,364) (2,896) 

  (機器販売・サービス) (121,317) (80,819) 

  売上総利益 13,735 8,683 

  (投資育成) (7,504) (2,069) 

  (機器販売・サービス) (6,231) (6,613) 

  販売費及び一般管理費 △6,680 △6,689 

  

営業利益 （注） 7,055 1,993 

(投資育成) (6,949) (1,704) 

(機器販売・サービス) (105) (289) 

モバイル事業     

  売上高 178,786 204,332 

  (投資育成) (-) (-) 

  (機器販売・サービス) (178,786) (204,332) 

  売上総利益 18,630 20,208 

  (投資育成) (△4) (-) 

  (機器販売・サービス) (18,634) (20,208) 

  販売費及び一般管理費 △18,235 △20,348 

  

営業利益 （注） 394 △139 

(投資育成) (△29) (△11) 

(機器販売・サービス) (423) (△127) 



  

（注） 投資育成及び機器販売・サービスに関する営業利益を参考数値として記載しております。 

  

  

  

前連結会計年度    

（百万円） 

当連結会計年度    

（百万円） 

ビジネスイノベーション事業     

  売上高 12,343 16,927 

  (投資育成) (779) (587) 

  (機器販売・サービス) (11,563) (16,340) 

  売上総利益 2,514 4,223 

  (投資育成) (299) (237) 

  (機器販売・サービス) (2,214) (3,985) 

  販売費及び一般管理費 △2,200 △4,347 

  

営業利益 （注） 314 △123 

(投資育成) (162) (97) 

(機器販売・サービス) (151) (△221) 

消去又は全社     

  

売上高 - △508 

(投資育成) (-) (-) 

(機器販売・サービス) (-) (△508) 

売上総利益 - △46 

(投資育成) (-) (-) 

(機器販売・サービス) (-) (△46) 

販売費及び一般管理費 △1,220 △1,185 

営業利益 （注） △1,220 △1,231 

(投資育成) (△610) (△592) 

(機器販売・サービス) (△610) (△638) 

連結     

  売上高 349,699 346,855 

  (投資育成) (14,075) (5,886) 

  (機器販売・サービス) (335,623) (340,968) 

  売上総利益 39,160 41,083 

  (投資育成) (8,593) (4,179) 

  (機器販売・サービス) (30,566) (36,904) 

  販売費及び一般管理費 △32,002 △38,178 

  営業利益 （注） 7,157 2,905 

  (投資育成) (7,059) (2,885) 

  (機器販売・サービス) (98) (20) 



  
投資育成 

 当連結会計年度においては、投資育成における投資育成有価証券売上高は、ITX  INTERNATIONAL  EQUITY

CORPORATIONⅡ株式、Fox Hollow Technologies株式等を含む８銘柄の株式売却で58億86百万円（前期比58.2%減）、投

資育成有価証券売上総利益は41億79百万円（同51.4%減）となりました。 

  

機器販売・サービス 

①ライフサイエンス事業 

 ＫＳオリンパス株式会社を通期にわたり連結したこと（前連結会計年度は平成16年10月～17年３月迄の６ヶ月のみ

の連結）、ティーメディクス株式会社が本格的な営業活動を開始したこと等により売上高は399億85百万円（前期比

66.9%増）、売上総利益は61億43百万円（同76.2%増）となりました。 

②ネットワーク＆テクノロジー事業 

 当社でのパソコン周辺機器OEM販売取引が終了したこと、テクマトリックス株式会社株式を一部売却したことにより

中間連結会計期間末にて連結子会社から持分法適用関連会社になったこと等に伴い、売上高は808億19百万円（前期比

33.4％減）、売上総利益は66億13百万円（同6.1％増）となりました。 

③モバイル事業 

 アイ・ティー・テレコム株式会社での携帯電話販売ビジネスを中心に、売上高は2,043億32百万円（前期比14.3％

増）、売上総利益は202億８百万円（同8.5％増）となりました。しかし携帯電話販売ビジネスにおける拡販コストが

増加したこと等により、モバイル事業全体では営業損失１億39百万円（前期比５億33百万円の減少）となりました。 

④ビジネスイノベーション事業 

 株式会社アトラクスでのヒューマンキャピタルマネジメント分野でのデータベースシステム構築、ＮＯＣ日本アウ

トソーシング株式会社の総合アウトソーシングの提供等により、売上高は163億40百万円（前期比41.3％増）売上総利

益は39億85百万円（同80％増）となりました。 

なお、上記金額では、セグメント間の取引については相殺消去しておりません。 

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末の241億57百万円に対し、65億40百

万円減少し、176億17百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、133億63百万円の支出（前連結会計年度は７億37百万円の支出）となり

ました。これは、投資育成有価証券の取得（アイ・ティー・エックス翼ネット株式会社株式の取得等）による

支出等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、１億11百万円の支出（前連結会計年度は34億10百万円の収入）となり

ました。これは主に、投資有価証券の売却（日商エレクトロニクス株式会社株式の売却等）による収入等があ

った一方、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出等があったことによるものであります。 

  



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、66億57百万円の収入（前連結会計年度は64億41百万 

の支出）となりました。これは、新規の短期借入金による収入があったこと等によるものであ 

ります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【営業の実績】 

(1) 連結売上実績 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 投資育成の状況 

当社は、ライフサイエンス事業、ネットワーク＆テクノロジー事業、モバイル事業、ビジネスイノベーション事

業の４事業分野において、投資育成を展開しておりますが、当該業務の収益源は、投資育成有価証券及び投資育成

関係会社株式の事業価値実現時の株式売却益(キャピタルゲイン)となります。 

投資育成先には連結対象子会社も含まれることから、下記の「①投資育成有価証券及び投資育成関係会社株式 ａ 

事業の種類別残高」及び「②投資育成の実行状況」につきましては、当社単体、ITX INTERNATIONAL EQUITY

CORPORATION及びITXイノベーション１号投資事業組合の合算数値を記載しております。 

  

① 投資育成有価証券及び投資育成関係会社株式 

ａ 事業の種類別残高 

 (注) １ ( )は内書で、ITX INTERNATIONAL EQUITY CORPORATION及びITXイノベーション１号投資事業組合の残高であります。 

２ 投資育成関係会社株式には、投資育成関係会社社債が含まれております。 

  
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  金額(百万円) 前期比(％) 

投資育成株式売却による売上高 5,886 41.8 

機器販売・サービスによる売上高 340,968 101.6 

合計 346,855 99.2 

  当会計年度（平成18年３月31日現在） 

ライフ 
サイエンス事業 
(百万円) 

ネッワーク＆
テクノロジー事業
(百万円) 

モバイル
事業 
(百万円) 

ビジネス
イノベーション事業 

(百万円) 

合計 
     

(百万円) 

投資育成有価証券 
1,065(794) 4,953(193) ―(―) 1,470(100) 7,489(1,089)

9社(6社) 16社(4社) ―(―) 21社(1社) 46社(11社)

投資育成関係会社
株式 

1,544(84) 21,819(―) 1,622(―) 1,238(838) 26,225(923)

5社(1社) 14社(―) 1社(―) 5社(3社) 25社(4社)

合計 
2,609(878) 26,773(193) 1,622(―) 2,709(939) 33,714(2,012)

14社(7社) 30社(4社) 1社(―) 26社(4社) 71社(15社)



ｂ 事業の種類別投資育成有価証券売上高 

  

ｃ 事業価値実現方法別売上高 

(注) 「Ｍ＆Ａによる売却」とは、当社株式売却時の売却株数が、投資育成先の発行済株式総数の15％以上となるもの、もしく
は、株式売却時に、当社が持つ経営権、経営参画権(取締役の派遣等)も同時に売却先へ移転する株式の売却を指します。 

  

② 投資育成の実行状況 

ａ 投資育成実行額 

(注) ( )内は新規投資育成先への実行金額及び社数であります。 

  

  当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)  

  
ライフ 

サイエンス事業 
(百万円) 

ネッワーク＆
テクノロジー事業
(百万円) 

モバイル
事業 
(百万円) 

ビジネス
イノベーション事業

(百万円) 

合計 
     

(百万円) 

 

投資育成有価証
券売上高 

2,403
     (2社) 

294
(2社) 

―
(―)

―
(―)

2,697 
(4社) 

投資育成関係会
社株式売上高 

―
(―) 

2,602
(2社) 

―
(―)

587
(2社) 

3,189 
(4社) 

合計 
2,403
(2社) 

2,896
(4社) 

―
(―)

587
(2社) 

5,886 
(8社) 

  当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  
新規公開に伴う売却 

(百万円) 
Ｍ＆Ａによる
売却(注)(百万円) 

その他
(百万円) 

合計 
(百万円) 

投資育成株式売却による 
売上高 

2,359 
(1社) 

3,189
(4社) 

338
(3社) 

5,886 
(8社) 

  当会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  金額(百万円) 社数(社) 

ライフサイエンス事業 558(359) 7(4) 

ネットワーク＆ 
テクノロジー事業 

16,798(16,138) 5(3) 

モバイル事業 ―(―) ―(―) 

ビジネスイノベーション事業 1,581(891) 14(11) 

合計 18,938(17,389) 26(18) 



ｂ 新規投資育成実行先企業の概要(当会計年度 自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

(注) １ 属性は以下のとおりであります。 
① 投資育成関係会社株式 

  ② 投資育成有価証券 

２ 出資比率の( )内は、ITX INTERNATIONAL EQUITY CORPORATION及びITXイノベーション１号投資事業組合の出資比率の割
合であります。 

３ ㈱高度圧縮技術研究所及び㈱イータレントバンクに対する出資額は、新株予約権付社債であります。 

  

セグメント 名称 属性 出資金額
(百万円)

出資比率
(％) 本店所在地 事業内容 

ライフサイエン
ス EndoVx,Inc. ② 49 (14.67)

米国
カリフォ
ルニア州 

低侵襲肥満治療デバイス開発・製造・販売

ライフサイエン
ス FibroGen,Inc. ② 103 (0.23)

米国
カリフォ
ルニア州 

貧血・繊維化に関連する創薬、コラーゲ
ン・ゼラチンの製造販売 

ライフサイエン
ス Omeros Corporation ② 103 (0.89)

米国
ワシント
ン州 

整形外科、リウマチ等に関する医薬の開
発・販売 

ライフサイエン
ス Hunter-Fleming Ltd. ② 102 2.26 

英国
ブリスト
ル市 

アルツハイマー症、骨粗しょう症等に関す
る医薬の開発・販売 

ネットワーク＆
テクノロジー 

アイ・ティー・エックス
翼ネット㈱ ① 15,979

100.0 
(0.06)

東京都
江東区 

自動車アフターマーケット向けパッケージ
ソフトウェアの開発・販売 

ネットワーク＆
テクノロジー ㈱ロジック・リサーチ ② 56 4.03

福岡県
福岡市 
博多区 

デジタルハードウェアの受託設計及びファ
ブレス事業 

ネットワーク＆
テクノロジー  VL Inc. ② 103 (5.70)

米国
カリフォ 
ルニア州 

VoIPソフトウェア開発 

ビジネスイノベ
ーション  ＤＡＳアウトソーシング㈱ ① 100 100.0 

東京都
千代田区 Business Process Outsourcing事業 

ビジネスイノ 
ベーション 

㈱シーウェイブマーケティン
グ ② 51 8.13

東京都
渋谷区 

Face to Face セールスプロモーション(ブ
ース販売)およびマーケティング 

ビジネスイノ 
ベーション ㈱エーアイ ② 57 13.55

東京都
文京区 音声合成システムの開発・販売 

ビジネスイノ 
ベーション イー・ステージ㈱ ② 99 10.22

東京都
港区 

マーケティング支援、ブランドコンサル、
システム開発 

ビジネスイノ 
ベーション ㈱VSN ② 109 1.14

東京都
港区 技術系特定人材派遣事業 

ビジネスイノ 
ベーション ネットクリアスシステムズ㈱ ② 51 5.45

神奈川県
藤沢市 通信機器及び半導体の研究開発製造 

ビジネスイノ 
ベーション ㈱ベターウェーブ ② 45 10.34

東京都
渋谷区 

キッズパーク運営、キッズイベント企画・
運営、アトラクション企画・設置・運営、
プロモーションイベント運営 

ビジネスイノ 
ベーション スキッパーワイヤレス㈱ ② 80 10.81

東京都
千代田区 

アドホックネットワークシステム、半導体
の開発 

ビジネスイノ 
ベーション ㈱高度圧縮技術研究所 ② 100 (－)

神奈川県
横浜市 
神奈川区 

画像圧縮ソフトの開発、販売 

ビジネスイノ 
ベーション ㈱イータレントバンク ② 100 － 

東京都
新宿区 

音楽系ポータルサイトの運営及び音楽配信
事業 

ビジネスイノ 
ベーション 

㈱エーシーティー・ 
エルエスアイ ② 96 7.32 

神奈川県
厚木市 LSIの開発・設計・販売及び技術指導 



(3) 機器販売・サービスの状況 

① 仕入実績 

当社グループは、投資育成及び機器販売・サービスを営んでおりますので、生産実績にかえて機器販売・サー

ビスに係わる仕入実績を記載しております。 

当連結会計年度の機器販売・サービスに係わる仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

であります。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

金額(百万円) 前期比(％) 

ライフサイエンス事業 33,842 165.3 

ネットワーク＆テクノロジー事業 74,206 64.5 

モバイル事業 184,123 115.0 

ビジネスイノベーション事業 12,354 132.1 

消去または全社 △462 ― 

合計 304,064 99.7 



  

② 販売実績 

当連結会計年度の機器販売・サービスに係わる販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

であります。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 受注高と販売実績の差額は僅少なため、受注高の記載を省略しております。  

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の当社連結総売上高に対する割合は次のとおりであります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

金額(百万円) 前期比(％) 

ライフサイエンス事業 39,985 166.9 

ネットワーク＆テクノロジー事業 80,819 66.6 

モバイル事業 204,332 114.3 

ビジネスイノベーション事業 16,340 141.3 

消去または全社 △508 ― 

合計 340,968 101.6 

相手先 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

双日米国会社 92,304 26.4 52,804 15.5 

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 44,137 12.6 50,980 15.0 



３ 【対処すべき課題】 

（１） 当社の投資の大部分は自己資金投資であり、ファンド投資のように償還期限が設定されていない代わりに、投資先ごとにマ

イルストーンを設定して事業育成を実行しております。マイルストーンに対する進捗管理、事業課題に対応した育成、そして

価値実現・撤退の決断が重要であると認識しております。 

このような認識を踏まえ、以下に取り組んでまいります。 

① 本部制への移行による業務目的及び責任・権限の明確化 

② 組織横断的機能別委員会の設置による内部統制の強化と情報共有化の推進 

  

（２） 当社グループは、平成16年5月に策定いたしました経営基本計画に従い、当社グループの連結事業収益の柱となる会社の

育成、当社設立後の投資先の成功事例を多数実現させる等の経営目標に向かって事業に取り組んでまいりました。 

平成17年3月期には、グループ会社テクマトリックス株式会社の株式上場、ＫＳオリンパス株式会社等の買収を実現できま

した。また、平成18年3月期には、当社グループの柱となりうるアイ・ティー・エックス翼ネット株式会社の買収により自動車アフ

ターマーケットという新たな事業領域への進出を果たしました。しかしながら、当社のグループ価値を顕在化させる新興株式

市場での上場企業の各種問題に起因する上場審査の厳格化や、システム問題による上場手続きの一時期停止など、ＩＰＯ

（新規公開）の環境の変化が激しかったこと、グループ会社の事業の成長速度の鈍化を要因として、業績は著しく計画と乖離

する結果となりました。 

この結果を踏まえ、これまでの経営基本計画を終了し、「事業育成のプロフェッショナル集団としてのブランド確立」を経営

目標とした、新たな3ヵ年計画「06経営基本計画」を策定いたしました。当社は、今後この計画に従い、事業育成に積極的に

取り組んでいく所存であります。 

  

① 経営目標 

事業育成のプロフェッショナル集団としてのブランドの確立 

         事業育成を加速させるために、「事業育成のプロフェッショナル集団としてのブランドの確立」を目指します。具体的に

は、以下に取り組んでまいります。 

・複数の子会社の株式上場を実現 

・業績目標達成 

・当社の東京証券取引所への上場 

これらを実現することで、外部からも有望な事業案件が持ち込まれることを増加させ、かつ事業育成及び経営のプロフ

ェッショナル人材が集まり自己実現できる企業へと進化し、事業育成の加速を図るものです。 

  

② 全社戦略 

安定的な連結事業収益基盤の構築 

アイ・ティー・テレコム株式会社の携帯電話販売事業、ＫＳオリンパス株式会社等の医療事業、アイ・ティー・エックス

翼ネット株式会社の自動車アフターマーケット事業の安定した連結事業収益のさらなる成長と、ＣＶＣ（コーポレートベ

ンチャーキャピタル）投資事業等での一定規模のキャピタルゲインの獲得を目指します。これら２つの収益により、当

社グループの収益基盤を築きます。 

  



③ 事業戦略 

a．事業育成機能の強化 

 投資ポートフォリオの見直しを実施し、投資先の株式保有方針を３つのカテゴリーに分類し、事業育成の方向性を

明確にいたします。 

・カテゴリー１－持株比率は過半数を維持 

    顧客・技術・パートナー等の面で、事業のコアコンピタンスを既に確立しており、その事業の周辺分野へ新たなビ

ジネスの広がりが期待できる事業                           

・カテゴリー２－ＩＰＯ後、支配権を維持できる持株比率を保有 

カテゴリー１に属する会社と比較すると、事業のコアコンピタンスを確立するまでには至っていな 

いが、将来的にカテゴリー１と成るべく育成を行なっていく事業 

・カテゴリー３－ＩＰＯもしくはＭ＆Ａによる価値実現を目指す 

事業としては単独完結型であり、キャピタルゲインの獲得を目的とする事業 

  

b．新規投資テーマの明確化 

投資のテーマを明確にして、既存ポートフォリオに続く新規事業創出を目指します。 

・上記、カテゴリー１に属する事業の周辺分野において、その会社のコアコンピタンスを活用できる          

 事業 

・上記、カテゴリー2に属する会社の事業強化を目的とする投資 

・既存事業分野もしくはその周辺分野以外の新規事業については、オリンパス株式会社との協業、 

市場ニーズが確かな商品・サービスを提供する事業を対象とします。 

  

④ 組織戦略 

事業育成機能強化のための組織再編 

事業育成のプロフェッショナル集団となることを目的として、当社グループの人的資源の戦略的再配置を実施すると

ともに、ビジネスプランを立案・実行できる事業経験を有した人材の育成・確保を目指します。併せて、本年7月より本

部制を採用するとともに、機能別委員会を設置し、前述の課題に取り組みます。 

  

  



４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業上のリスクと考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしも事業上のリスクに該当しないも

のについても、投資判断上重要と考えられる事項については積極的に開示しております。但し、当社事業リスクを必ずしも全て

網羅するものではないことをご留意下さい。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グルー

プが判断したものであります。 

  

（１）投資及び育成全般に伴うリスク 

当社グループは、投資育成において未公開企業を「育成」し、事業価値を高めたうえで、株式上場やＭ＆Ａ等により株式売却

益（キャピタルゲイン）を獲得することで「事業価値実現」を目指しております。従いまして、投資および育成に関して以下のリス

クの発生により収益に影響を受ける可能性があります。 

①良質な投資案件の発掘又は創業案件の創出 

投資（創業、出資又は買収）するべき有望な事業が見出せない可能性があります。 

②投資実行後の育成期間 

投資先の事業の育成に当初想定以上の時間を要する可能性があります。 

③投資先の事業価値 

投資先の事業価値が当初の見込み通りに向上しない可能性があります。 

④投資先の経営状況の当社連結決算への影響 

投資した事業の決算内容が当社の連結決算に影響を及ぼし、業績が大きく変動する可能性があります。 

⑤投資先株式のキャピタルゲイン 

投資先の株式が当初予定通りの価格又は時期に売却できず、当初想定していたキャピタルゲインを得ることができない可

能性があります。 

    ⑥投資先が上場を目指す市場の市況、ＩＰＯ環境の変動 

      投資先が上場を目指す市場の市況やＩＰＯ環境の変化を要因として、公開の延期、中止や公開価格の変動により当社の

連結決算に影響を及ぼし、業績が大きく変動する可能性があります。 

⑦上場投資先株価 

当社投資先の株式公開後または当社が上場企業に投資した場合、投資先の時価が変動し当社の財政状況や連結決算

成績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑧事業再編 

当社投資先の売却、合併、清算及び新たな事業の創業、出資、買収等による事業の再編が計画通り実行できない可能

性があります。 

  

（２）各事業でのリスク 

①市場規模及び成長予測 

当社事業の該当市場規模が縮小する又は当初予想した規模に成長しない可能性があります。 

②競合製品/新技術/サービス 

競合する製品、新技術、サービスの登場により当社事業に影響を及ぼす可能性があります。 

③製品/システム/サービスの不具合 

販売している製品及び提供しているシステムやサービスの不具合又は技術サポートやアフターケアの不備により当社事

業に影響を及ぼす可能性があります。 



④インセンティブ/コミッションの減額 

製品の販売、システムやサービスの提供で第三者から得ているインセンティブやコミッションが現状または予想より減額し

当社事業に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤製品開発/新規サービス提供 

開発中の製品又は今後提供予定のサービスが計画通りに実行できないことにより当社事業に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

⑥債権回収 

取引先の経営悪化、倒産等により債権の回収ができないおそれにより、当社事業及び決算成績に影響を及ぼす可能性

があります。 

  

（３）経営に関連するリスク 

①財務状況 

・今後収益が予定通り確保できないことにより、分配可能な利益剰余金の確保が予定通り達成できない可能性がありま

す。 

・追加の借り入れを行うことで負債比率が高まる可能性があります。 

②資金調達 

・計画通りに資金調達ができない可能性があります。 

・資金調達のコストが上昇し当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③人材の確保 

経営、投資、育成、事業運営に必要な人材が確保できないことより、当社の経営に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（４）その他 

①新株予約権付社債の株式への転換 

発行済みの新株予約権付社債（総額100億円）の株式への転換に伴い、希薄化が生じる可能性があります。 

②ストックオプション制度 

      当社は、業績向上に対する意欲や士気を高めること等を目的として、役職員に対してストックオプション（新株予約権）を

発行しております。当社は、上記目的のもとに今後も役職員に対して新株予約権の付与を行なうことを検討しております

が、当該新株予約権の行使により、株式価値に希薄化が生じる可能性があります。 

③情報セキュリティ 

当社グループとして策定した「ＩＴＸグループ情報セキュリティ基本方針」に基づき、各社が対策を    

講じておりますが、何らかの原因により個人情報が流出した場合、当社グループの信用を失うこと 

となり、結果、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在（平成18年３月31日）現在において当社グループが判断

したものであります。 

 （1）重要な会計方針および見積り 

     当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成

しております。連結財務諸表の作成にあたり、当社グループの経営者はさまざまな状況の下で、決算日にお

ける資産・負債の数値及び連結会計期間における収益・費用の数値に影響を与える見積りや前提条件の判断

を行っております。経営者によるこの判断は、過去の実績やその時の状況において最も合理的と思われる要

素に基づいて行なわれております。しかしながら、見積りや前提条件の判断は、特有の不確実性が存在する

ため、実際の結果と異なる場合があります。 

     当社グループの連結財務諸表の作成においては、特に有価証券の評価における重要な見積りと判断が大き

な影響を及ぼすと考えております。当社グループにおいて投資は最も重要な要素であり、投資（関係会社株

式及び投資育成関係会社株式等については連結調整勘定を含む。）の評価にあたっては重要な判断と見積り

が行われております。 

   その中でも当社、ITX INTERNATIONAL EQUITY CORPORATION及びITXイノベーション１号投資事業組合は投

資育成目的の有価証券及び投資有価証券を保有しており、その評価にあたって経営者は、公正妥当な会計基

準の範囲内で定められた社内ルールに基づき、将来の回復可能性を考慮した上で、適正な価額に評価される

ように見積りと判断を行っております。 

   なお、以上を含む重要な会計方針については、第一部 企業情報 第５ 経理の状況１  連結財務諸表

(１) 連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項を参照下さい。 

  

 （2）財政状態の分析 

     ①資産 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度に比べ29億63百万円減少し1,670億49       

百万円となりました。その主な要因は、連結調整勘定が116億65百万円増加したものの、現金及び預金が

65億73百万円減少したこと、受取手形及び売掛金が53億円減少したこと、流動資産のその他が15億72百万

円減少したことであります。 

受取手形及び売掛金が減少した主な要因は、パソコン周辺機器OEM販売取引終了によるものでありま

す。 

連結調整勘定が増加した主な要因は、新規に株式を取得したことによるものであります。 

     ②負債 

当連結会計年度末の負債は、前連結会計年度に比べ26億13百万円減少し1,370億65百万円となりまし

た。その主な要因は、短期借入金が59億40百万円増加したものの、支払手形及び買掛金が76億34百万円減

少したことであります。 

支払手形及び買掛金が減少した主な要因は、パソコン周辺機器OEM販売取引終了によるものであります。 

短期借入金が増加した主な要因は、新規に借入を実行したことによるものであります。 



  

     ③少数株主持分 

当連結会計年度末の少数株主持分は、前連結会計年度に比べ13億77百万円減少し30億87百万円となり

ました。その主な要因は、子会社の連結除外による減少であります。 

  

     ④資本 

当連結会計年度末の資本は、前連結会計年度に比べ10億28百万円増加し268億97百万円となりました。

その主な要因は、当期純利益13億17百万円を計上したこと等により、利益剰余金が12億77百万円増加した

ことであります。 

      

（3）経営成績の分析 

  

     ①売上高及び営業利益 

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ28億43百万円減少し3,468億55百万円となりまし

た。機器販売・サービスでの携帯電話販売の売上高が堅調に増加したものの、投資育成有価証券売上高の

減少等の要因より減少したものであります。 

売上総利益については、機器販売・サービスでの内視鏡等の医療機器の販売が堅調に推移したこと等に

より、前連結会計年度に比べ19億23百万円増加して410億83百万円となりました。一方、販売費及び一般

管理費も前連結会計年度に比べ61億75百万円増加しており、 

その結果、営業利益は前連結会計年度に比べ42億52百万円減少して29億５百万円となりました。 

  

     ② 営業外損益及び経常利益 

営業外収益については、投資有価証券運用益の増加等により前連結会計年度と比べ５億41百万円増加し

13億42百万円になりました。 

営業外費用については、持分法による投資損失の減少等により前連結会計年度と比べ49億６百万円減少

し22億81百万円になりました。 

その結果、経常利益は前連結会計年度と比べ11億95百万円増加し19億67百万円となりました。 

      

     ③ 特別損益及び当期純利益 

特別利益については、前連結会計年度に比べ８億82百万円増加し34億84百万円となりました。増加の主

な要因は、テクマトリックス株式会社株式の売却等により関係会社株式売却益21億99百万円を計上したこ

とであります。 

特別損失については、固定資産の減損損失等の計上により、前連結会計年度に比べ16億9百万円増加し27

億61百万円になりました。 

その結果、税金等調整前当期純利益は前連結会計年度に比べ４億69百万円増加し26億89百万円となり、

当期純利益は前連結会計年度に比べ７億15百万円増加し13億17百万円となりました。 

  

（4）キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末の241億57百万円

に対し、65億40百万円減少し、176億17百万円となりました。 

  

    ① 営業活動によるキャッシュ・フロー       



営業活動によるキャッシュ・フローは、133億63百万円の支出（前連結会計年度は７億37百万円の支出）

となりました。これは、投資育成有価証券の取得（アイ・ティー・エックス翼ネット株式会社株式の取得

等）による支出等があったことによるものであります。 

   

    ② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

        投資活動によるキャッシュ・フローは、１億11百万円の支出（前連結会計年度は34億10百万円の収入）と

なりました。これは主に、投資有価証券の売却（日商エレクトロニクス株式会社株式の売却等）による収

入等があった一方、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出等によるものであります。 

     

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

       財務活動によるキャッシュ・フローは、66億57百万円の収入（前連結会計年度は64億41百万円の支出）

となりました。これは、新規の短期借入金による収入があったこと等によるものであります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

特記すべき事項はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】(平成18年３月31日現在) 

(1) 提出会社 

  

(2) 連結子会社 

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】(平成18年３月31日現在) 

(1) 重要な設備の新設等 

特記すべき事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

事業所名 設備の内容 所在地 
従業員数 
[臨時従業員] 
(人) 

土地 建物 構築物 その他 備考 

面積(㎡) 帳簿価額
(百万円) 

帳簿価額
(百万円) 

帳簿価額
(百万円) 

帳簿価額 
(百万円)   

本社 本社オフィス 東京都 
千代田区 

57 
[11] ― ― 73 ― 135 

賃貸 賃借料

190百万円／年 

事業の種類別
セグメントの
名称 

会社名 設備の内容 所在地 
従業員数
[臨時従業員]
(人) 

土地 建物 構築物 その他 備考 

面積(㎡)
帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額 
(百万円)   

モバイル 
アイ・ティ
ー・テレコム
㈱ 

事務所及び

店舗(224店

舗） 

東京都 
港区他 

473
[1,884]

1,509 182 1,203 65 1,123 
賃貸 賃借料

 1,886百万円

／年 

モバイル クワトロメデ
ィア㈱ 

営業に関す

る権利取得

及びソフト

ウェア 

東京都 
港区 

44
[23]

― ― 11 ― 982   

ネットワーク
＆テクノロジ
ー 

㈱秋田ケーブ
ルテレビ 

ケーブルテ

レビ放送設

備等 

秋田県 
秋田市 

30
[12]

― ― 34 1,718 258   

ネットワーク
＆テクノロジ
ー 

北ケーブルネ
ットワーク㈱ 

ケーブルテ

レビ放送設

備等 

東京都 
北区 

24
[39]

― ― 4 1,282 48   

ネットワーク
＆テクノロジ
ー 

ア イ・テ ィ
ー・エックス
翼ネット㈱ 

本社及び営

業所(42営

業所) 

東京都 
江 東 区
他 

945
[13]

2,206 421 409 10 524   

ビジネス 
イノベーショ
ン 

有限責任中間法人 
麻布プリンシパル 

ゴルフ場 富山県 
射水市 

2
[－]

982,159 818 154 117 28   



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 820,480 

計 820,480 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月23日)

上場証券取引所名
又は証券業協会名 

内容 

普通株式 490,240 同左 

大阪証券取引所
(ニッポン・ニュ
ー・マーケット－
「ヘラクレス」市
場) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 490,240 同左 ― ― 

2008年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成15年２月５日発行） 

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 100 100 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 100,200 100,200 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株あたり   99,800 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年２月17日
至 平成20年１月20日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   99,800
資本組入額  49,900 

同左 

新株予約権の行使の条件 

当社が社債につき期限の利益
を喪失した場合には、以後新
株予約権を行使することはで
きないものとする。また、各
新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他の処分は認
めないとする。 

同左 

新株予約権付社債の残高(百万円) 10,000 10,000 



旧商法第280条の20及び第280条の21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成17年６月23日定時株主総会決議 
（第一回新株予約権） 

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 5,190 4,985 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 5,190 4,985 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株あたり    271,530 同左 

新株予約権の行使期間 
自  平成19年６月24日
至  平成22年６月23日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の発行価格及び資本組入額
（円） 

発行価格   271,530
資本組入額  135,765 

同左 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権は、発行時に割当を受
けた者（以下「新株予約権者」と
いう）においてこれを行使するこ
とができる。 
・新株予約権者は、権利行使時にお
いて、当社並びに子会社及び関連
会社の取締役、執行役員、使用人
のいずれかの地位を保有している
ことを要する。ただし、当社取締
役会で認められた者、及び定年退
職により退職した者の場合はこの
限りではない。 
・新株予約権者が死亡した場合は、
相続人がこれを行使できるものと
する。 
・新株予約権者は、以下の期間区分
に対応して権利行使がきるものと
する。 
権利行使から1年間 
：付与された権利の30％以下 
それ以降 
：付与された権利の全部 

 ・その他の条件については、株主総
会決議および当社取締役会議に基
づき、当社と新株予約権者との間
で締結する「新株予約権割当契
約」に定めるところによるものと
する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡は、取締役会の承
認を得なければならない。 

同左 



平成17年６月23日定時株主総会決議 

（第二回新株予約権） 

  

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) ─── 455 

新株予約権の目的となる株式の種類 ─── 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) ─── 455 

新株予約権の行使時の払込金額（円） ─── １株あたり   219,689 

新株予約権の行使期間 
─── 自 平成19年６月24日 

至  平成22年６月23日 

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の発行価格及び資本組入額
（円） 

─── 発行価格   219,689 
資本組入額  109,845 

新株予約権の行使の条件 

─── ・新株予約権は、発行時に割当を
受けた者（以下「新株予約権
者」という）においてこれを行
使することができる。 
・新株予約権者は、権利行使時に
おいて、当社並びに子会社及び
関連会社の取締役、執行役員、
使用人のいずれかの地位を保有
していることを要する。ただ
し、当社取締役会で認められた
者、及び定年退職により退職し
た者の場合はこの限りではな
い。 
・新株予約権者が死亡した場合
は、相続人がこれを行使できる
ものとする。 
・新株予約権者は、以下の期間区
分に対応して権利行使がきるも
のとする。 
権利行使から1年間 
：付与された権利の30％以下 
それ以降 
：付与された権利の全部 

 ・その他の条件については、株主
総会決議および当社取締役会議
に基づき、当社と新株予約権者
との間で締結する「新株予約権
割当契約」に定めるところによ
るものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
─── 新株予約権の譲渡は、取締役会の

承認を得なければならない。 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)  １ 株式分割 １株を２株とする株式分割 
２ 有償一般募集 
  発行価格 380,000円 引受価額 355,300円 発行価額 255,000円 資本組入額 127,500円 
３ 株式交換による増加であります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

(平成18年３月31日現在) 

(注) 上記、「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が13株含まれております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成13年９月15日 
(注)１ 

205,120 410,240 ― 10,256 ― 9,744 

平成13年12月14日 
(注)２ 

80,000 490,240 10,200 20,456 18,224 27,968 

平成15年３月25日 
(注)３ 

― 490,240 ― 20,456 9 27,977 

区分 

株式の状況 

端株の状況
(株) 政府及び 

地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 9 14 183 23 ― 12,561 12,790 ― 

所有株式数 
(株) 

― 8,441 2,343 369,437 60,284 ― 49,735 490,240 ― 

所有株式数の 
割合(％) 

― 1.72 0.48 75.36 12.30 ― 10.14 100.00 ― 



(5) 【大株主の状況】 

(平成18年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

オリンパス株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目３番１号 326,884 66.67 

オリンパスファイナンス 

ホンコンリミテッド 

（常任代理人 新光証券株式会

社） 

35/F.,TOWER 6,THE GATEWAY, HARBOUR CITY, 

TSIM SHA TSUI, KOWLOON, HONG KONG 

（東京都中央区八重洲２丁目４番１号） 

48,530 9.89

船井電機株式会社 大阪府大東市中垣内７丁目７番１号 37,970 7.74 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 4,000 0.81 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番６号 3,628 0.74 

スカイワードアジアリミテッド

カスタマー 

（常任代理人 アクシーズ・ジ

ャパン証券株式会社） 

SUITE 4703 A, CENTRAL PLAZA,NO.18 

HARBOUR RORD, WANCHAI, HONG KONG 

（東京都中央区日本橋本石町１丁目２番１

号） 

1,950 0.39

トウヨウセキュリティーズアジ

アリミテッドアカウントスカイ

ワードアジアリミテッドナンバ

ー16 

（常任代理人 東洋証券株式会

社） 

RM.3002-3, SINO PLAZA 256-257 GLOUCESTER 

RD. CAUSEWAY BAY, HONG KONG 

（東京都中央区日本橋１丁目20番５号） 

1,802 0.36

アイビージェイアジア 

セキュリティーズエルティディ  

クライアントアカウント 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

17TH FLOOR, TWO PACIFIC PLACE 

88 QUEENSWAY, HONG KONG 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

1,700 0.34

エイチエスビーシーファンドサ

ービシィズクライアンツアカウ

ント006エルアイエムティー 

（常任代理人 香港上海銀行東

京支店） 

LEVEL 13, 1 QUEEN’S ROAD CENTRAL,  

HONG KONG 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 
1,531 0.31

小山恒子 福岡県北九州市 1,263 0.25 

計 ― 429,258 87.56 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成18年３月31日現在) 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が13株(議決権13個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

(平成18年３月31日現在) 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

490,240 
490,240 

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 490,240 ― ― 

総株主の議決権 ― 490,240 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。 

①当該制度は、旧商法第280条の20及び第280条の21の規定に基づき、ストックオプションとして特に有利な条件をもって新株予

約権を発行することを、平成17年６月23日開催の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

(注） １．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についての

み行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を行い完全

親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものと

する。 

決議年月日 平成17年６月23日 

 （第一回新株予約権）   

   付与対象者の区分及び人数 当社取締役５名、監査役１名、使用人76名及び当社子会社の取締役５名

   新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

   株式の数 同上(注)１ 

   新株予約権の行使時の払込金額 同上(注)２ 

   新株予約権の行使期間 同上 

   新株予約権の行使の条件 同上 

   新株予約権の譲渡に関する事項  同上 

 （第二回新株予約権）   

   付与対象者の区分及び人数 使用人７名及び当社子会社の取締役１名

   新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

   株式の数 同上(注)１ 

   新株予約権の行使時の払込金額 同上(注)２ 

   新株予約権の行使期間 同上 

   新株予約権の行使の条件 同上 

   新株予約権の譲渡に関する事項  同上 



２．新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）における大阪証券取引所ニッポン・ニ

ュー・マーケット「ヘラクレス」市場の当社株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（1円未満の端数は切上

げ）とする。                                             

ただし、当該金額が新株予約権発行日の前日終値（取引が成立しない場合にはそれに先立つ直近日の終 

値）を下回る場合は、当該終値とする。 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り

上げる。 

また、時価を下回る価格で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使 

により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により1株当たりの払込金額を調整し、調整による 

1円未満の端数は切り上げる。 

    上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除 

  した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「1株当たりの払込金 

額」を「1株当たり処分金額」と読み替えるものとする。 

  

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１   

  分割・併合の比率   

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 ×１株当たりの払込金額

  新規発行前の株価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



②当該制度は、会社法第236条、第238条並びに第239条の規定に基づき、ストックオプションとして特に有利な条件をもって新

株予約権を発行することを、平成18年６月23日開催の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

(注） １．付与対象者の区分及び人数の詳細は取締役会で決議いたします。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についての

み行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を行い完全親

会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとす

る。 

３．新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）における大阪証券取引所ニッポン・ニュ

ー・マーケット「ヘラクレス」市場の当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.０５を乗じた金額（1円未満の端数は切

上げ）とする。ただし、当該金額が新株予約権発行日の前日終値（取引が成立しない場合にはそれに先立つ直近日の終

値）を下回る場合は、当該終値とする。 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整による1円未満の端数は切り上

げる。 

また、時価を下回る価格で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使 

により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により1株当たりの払込金額を調整し、調整による 

1円未満の端数は切り上げる。 

    上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除 

  した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「1株当たり払込金 

額」を「1株当たりの処分金額」と読み替えるものとする。 

決議年月日 平成18年６月23日

 付与対象者の区分及び人数 
当社執行役員及び使用人、当社子会社及び関連会社の取締役のうち当社取締役会
で認められた者、及び、それ以外で当社の事業価値向上に貢献できる者として当
社取締役会で認められた者 (注)１ 

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

 株式の数（株） 2,000株を上限とする(注)２

 新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)３

 新株予約権の行使期間 平成20年６月24日～平成23年６月23日

 新株予約権の行使の条件 (注)４

 新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１   

  分割・併合の比率   

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 ×１株当たりの払込金額

  新規発行前の株価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



４．（１）新株予約権は、発行時に割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）においてこれを行使することを要する。 

（２）新株予約権者は、権利行使時において、当社ならびに子会社及び関連会社の取締役、執行役員、使用人のいずれか

の地位を保有していることを要する。ただし、当社取締役会で認められた者、および定年退職により退職した者の

場合はこの限りではない。 

（３）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、（５）に規定する「新株予約権

割当契約」に定める条件による。   

（４）新株予約権者は、以下の期間区分に対応して権利行使ができるものとする。 

 権利行使開始から1年間：付与された権利の３０％以下 

 それ以降       ：付与された権利の全部   

（５）その他の条件については、株主総会決議および当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるところによるものとする。 

  



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、長期的視野に立った株主への利益還元を最大の経営課題として捉えております。これまで配当に優先して、財

務体質の改善と新規事業への投資を通じて株主価値を最大化することにより、株主のみなさまのご期待に沿うべく努力して

まいりました。 

なお、当期の配当に関しましては、財務体質の改善が急務との判断のもと、中間配当に引続き当期末の配当を見送らせ

ていただきたく存じます。今後とも業績改善により内部留保の早期回復に努めていく方針であります。 

  

  



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所(ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場)におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所(ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場)におけるものであります。 

  

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 366,000 298,000 269,000 201,000 352,000 

最低(円) 194,000 56,500 55,300 99,800 158,000 

月別 
平成17年 
10月 

  
11月 12月 

平成18年
１月 ２月 

  
３月 

最高(円) 250,000 245,000 294,000 352,000 278,000 221,000 

最低(円) 234,000 222,000 235,000 234,000 173,000 198,000 



５ 【役員の状況】 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 所有株式数
(株) 

取締役 会長 菊 川   剛 昭和16年２月27日生

昭和39年10月
  

平成５年６月 
平成10年６月 
平成13年６月 
平成17年６月 

オリンパス光学工業㈱（現オリン
パス㈱）入社 
同社取締役 
同社常務取締役 
同社代表取締役社長（現） 
当社取締役会長（現） 

― 

代表取締役 社長兼ＣＥＯ 武 居 哲 彦 昭和20年９月24日生

昭和45年４月
  

平成11年４月 
平成14年４月 

  
平成15年６月 
平成15年10月 
平成15年12月 
平成16年１月 
平成17年６月 

オリンパス光学工業㈱（現オリン
パス㈱）入社 
同社映像事業企画部長 
オリンパスオプトテクノロジー㈱
代表取締役社長 
オリンパス光学工業㈱辰野事業場長 
アイ・ティー・テレコム㈱入社 
同社取締役 
同社代表取締役社長 
同社代表取締役会長 
当社代表取締役社長兼ＣＥＯ（現) 

1 

取締役 専務 塩 谷 誠 司 昭和36年11月28日生

昭和61年４月
平成12年４月 
平成13年６月 
平成14年５月 
平成17年６月 
平成18年１月 

日商岩井㈱（現双日㈱）入社 
当社入社 
当社取締役 
当社取締役兼ＣＦＯ 
当社専務取締役（現） 
アイ・ティー・エックス翼ネット
㈱代表取締役会長（現） 

34

取締役 常務 中 塚   誠 昭和32年９月９日生

昭和56年４月
  

平成16年12月 
平成17年６月 
平成18年４月 

  
平成18年６月 

オリンパス光学工業㈱（現オリン
パス㈱）入社 
オリンパスリース㈱代表取締役(現) 
当社取締役 
オリンパス㈱経営企画本部副本部
長（現） 
当社常務取締役（現） 

―

取締役 ＣＴＯ 長 崎 達 夫 昭和24年３月29日生

昭和55年２月
  

平成10年６月 
平成13年４月 
平成14年６月 
平成15年４月 
平成15年６月 
平成17年６月 

オリンパス光学工業㈱（現オリン
パス㈱）入社 
同社取締役 
同社新事業開発本部長 
同社執行役員（現） 
当社ＣＴＯ 
当社取締役兼ＣＴＯ（現） 
オリンパス㈱取締役（現） 

―

取締役 ＣＦＯ 半 澤 彰 一 昭和29年12月22日生

昭和53年４月
平成13年３月 
平成14年６月 
平成17年６月 

日商岩井㈱（現双日㈱）入社 
当社入社 経理部長 
当社業務部長（現） 
当社取締役兼ＣＦＯ（現） 

―

取締役   友 森   宏 昭和13年１月27日生

昭和35年４月
昭和63年６月 
平成５年６月 
平成10年６月 
平成11年６月 

  
平成12年６月 
平成16年６月 
平成17年６月 

  
平成18年６月 

日商㈱（現双日㈱）入社
日商岩井㈱（現双日㈱）取締役 
同社専務取締役 
同社顧問役 
㈱日本サテライトシステムズ（現 
ＪＳＡＴ㈱）代表取締役副社長 
当社取締役(非常勤) 
当社取締役退任 
ＩＴＸイー・グローバレッジ㈱監
査役（現） 
当社取締役（現） 

20

監査役 
(常勤)   林   真 一 昭和23年１月31日生

昭和46年４月
平成13年４月 

  
平成13年６月 

日商岩井㈱（現双日㈱）入社 
同社機械カンパニープラント・プ
ロジェクト統轄部長 
当社監査役(常勤)(現) 

―

         



(注) １ 監査役 井上朗孝氏、林 純一氏及び杉本繁実氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 
２ 取締役 友森宏氏は会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。 
３ 当社では、経営意思決定の迅速化、業務執行責任の明確化のため、平成14年６月25日より、執行役員制度を導入しており
ます。 
執行役員は、熊谷隆一氏（投資育成事業第３グループ グループリーダー）、萩原 明氏（投資育成事業第４グループ 
グループリーダー）の２名であります。 

  
  

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

（1）コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方 

当社は、経営の効率性、透明性を向上させ、企業価値の最大化をコーポレート・ガバナンスの基本的な方針、目的としておりま

す。 

  

（2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

  当社は、委員会等設置会社ではなく、監査役制度を採用しております。 

①取締役会の構成に関しましては、経営の透明性確保と幅広い視野に立った意思決定を目的として社外役員を招聘しており

ます。取締役７名のうち１名が社外取締役となっております。 

②取締役会は経営方針・戦略の意思決定機関であり、各議題に関し的確かつ迅速な意思決定を行うため毎月１回の定例取

締役会に加え適時臨時取締役会を開催しております。また、経営における意思決定の迅速化と業務執行に対する監督機

能強化を目指して執行役員制度を導入しております。なお、取締役、執行役員の任期は１年としております。 

③監査役制度を採用しており、監査役会は監査役４名（うち社外監査役３名）で構成されております。 

④監査役は、取締役の業務執行を監査する役割を担うと同時に、社内およびグループ企業の内部監査を担当する監査室、

会計監査人等とも連携し、監査役会機能の強化を図っております。 

⑤当社の監査証明に係る業務を執行した指定社員・業務執行社員は、あずさ監査法人の沖 恒弘氏、柿沼幸二氏、の２名で

あります。監査業務に係る補助者の構成につきましては、公認会計士17名、その他の従事者35名からなっております。 

⑥社内およびグループ企業の内部監査実施のため、監査室を設け監査室長が各部及び各グループ企業の業務監査を監査

計画に基づき実施しております。 

  

（3）会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

当社の社外取締役１名は、ITXイー・グローバレッジ株式会社の監査役を兼務しております。 

当社の社外監査役３名のうち１名は、船井電機株式会社の取締役監査委員会委員長を兼務し、１名は当社の親会社であり

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 所有株式数
(株) 

監査役 
(非常勤)   井 上 朗 孝 昭和19年９月25日生

昭和49年１月
平成３年７月 
平成10年７月 
平成11年９月 
平成15年６月 

  
平成16年６月 
平成17年６月 

瑞穂監査法人入社
瑞穂監査法人社員 
日本公認会計士協会理事 
船井電機㈱取締役管理本部長 
当社監査役(非常勤)(現) 
船井電機㈱執行役員総合企画本部長 
同社監査役(常勤) 
同社取締役監査委員会委員長（現） 

―

監査役 
(非常勤)   林   純 一 昭和25年12月４日生

昭和49年４月
昭和63年４月 

  
平成13年５月 

  
平成16年３月 

  
平成17年６月 

野村證券㈱入社
パリバ証券会社（現ビー・エヌ・
ピー・パリバ証券会社）入社 
クレディ スイス ファースト  
ボストン証券会社入社 
㈱アルティマ・パートナーズ代表
取締役（現） 
当社監査役（現） 

26

監査役 
(非常勤)   杉 本 繁 実 昭和39年９月22日生

昭和62年４月
  

平成14年９月 
平成17年６月 
平成18年４月 

オリンパス光学工業㈱（現オリン
パス㈱）入社 
同社映像事業管理部長 
当社監査役（現） 
オリンパス㈱財務部部長（現） 

―

計 81 



ますオリンパス株式会社の従業員を兼務しており、１名は㈱アルティマ・パートナーズの代表取締役を兼務しております。 

オリンパス株式会社、船井電機株式会社との間では、定常的な取引を行っております。 

  

（４）役員報酬および監査報酬の内容 

   ①役員報酬 

   ②監査報酬 

  

なお、上記の監査報酬については、連結会社の合計額を記載しております。 

社内取締役に支払った報酬 79百万円 

社外取締役に支払った報酬 -百万円 

常勤監査役に支払った報酬 12百万円 

社外監査役に支払った報酬 2百万円 

        計 93百万円 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 83百万円 

上記以外の業務に基づく報酬 16百万円 

         計 100百万円 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。) に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。) に基づいて作成しております。 

ただし、第６期(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び第６期(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表並びに当連結会計年度(平成17年

４月１日から平成18年３月31日まで)及び第７期(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財

務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

    
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金 ※３   26,109     19,536   

２ 受取手形及び売掛金     49,958     44,657   

３ 有価証券     1,210     1,209   

４ たな卸資産     13,792     12,954   

５ 繰延税金資産     214     264   

６ その他     8,154     6,582   

貸倒引当金     △146     △209   

流動資産合計     99,294 58.40   84,995 50.88 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物及び構築物 ※３ 8,623     9,386     

減価償却累計額   3,404 5,219   3,889 5,496   

(2) 機械装置及び運搬具 ※３ 1,210     1,512     

減価償却累計額   865 345   1,030 481   

(3) 器具及び備品   2,720     2,679     

減価償却累計額   1,565 1,154   1,495 1,183   

(4) 土地 ※2,3   1,208     1,667   

有形固定資産合計     7,927 (4.67)   8,829 ( 5.29)

２ 無形固定資産               

(1) 連結調整勘定     33,751     45,416   

(2) その他     2,940     2,816   

無形固定資産合計     36,692 (21.58)   48,233 (28.87)

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※1,3   7,975     7,092   

(2) 投資育成有価証券 ※1,8   11,675     12,422   

(3) 長期貸付金     254     151   

(4) 繰延税金資産     206     265   

(5) 再評価に係る 
繰延税金資産 

※２   7     7   

(6) その他 ※３   8,929     5,676   

貸倒引当金     △2,952     △623   

投資その他の資産合計     26,096 (15.35)   24,991 (14.96)

固定資産合計     70,716 41.60   82,053 49.12 

Ⅲ 繰延資産               

１ 創立費     2     ―   

繰延資産合計     2 0.00   ― ― 

資産合計     170,012 100.00   167,049 100.00 



  

  

    
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     41,007     33,373   

２ 短期借入金 ※３   15,299     21,240   

３ 一年内返済予定 
  長期借入金 

※３  12,978 7,163 

４ 未払法人税等     558     783   

５ その他     11,073     9,746   

流動負債合計     80,917 47.60   72,307 43.28 

Ⅱ 固定負債               

 １ 社債     300     452   

２ 新株予約権付社債     10,000     10,000   

３ 長期借入金 ※３   46,046     51,834   

４ 繰延税金負債     394     130   

５ 退職給付引当金     1,412     1,338   

６ 役員退職慰労引当金     159     91   

７ 債務保証損失引当金     225     502   

８ 関係会社整理損失引当金     ―     240   

９ その他     222     168   

固定負債合計     58,761 34.56   64,758 38.77 

負債合計     139,678 82.16   137,065 82.05 

(少数株主持分)               

少数株主持分     4,465 2.63   3,087 1.85 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※７   20,456 12.03   20,456 12.24 

Ⅱ 資本剰余金     27,968 16.45   27,968 16.74 

Ⅲ 利益剰余金     △22,714 △13.36   △21,437 △12.83 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２   △135 △0.08   △135 △0.08 

Ⅴ その他有価証券評価差額金     1,039 0.61   209 0.13 

Ⅵ 為替換算調整勘定     △744 △0.44   △163 △0.10 

資本合計     25,868 15.21   26,897 16.10 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    170,012 100.00   167,049 100.00 



② 【連結損益計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高               

１ 投資育成有価証券売上高 ※１ 14,075     5,886     

２ 商品売上高   335,623 349,699 100.00 340,968 346,855 100.00 

Ⅱ 売上原価               

１ 投資育成有価証券 
売上原価 

※２ 5,482     1,707     

２ 商品売上原価   305,056 310,538 88.80 304,064 305,771 88.16 

売上総利益     39,160 11.20   41,083 11.84 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 給与手当   8,382     10,256     

２ 賞与   1,718     2,115     

３ 退職給付費用   548     507     

４ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

  30     44     

５ 広告宣伝費   1,574     1,903     

６ 借地借家料   3,125     3,587     

７ 業務委託料   6,011     7,367     

８ 連結調整勘定償却額   2,137     2,120     

９ 減価償却費   960     1,270     

10 貸倒引当金繰入額   63     57     

11 その他   7,448 32,002 9.15 8,946 38,178 11.00 

営業利益     7,157 2.05   2,905 0.84 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   56     114     

２ 受取配当金   129     68     

３ 投資有価証券売却益   270     326     

４ 保証料収入   155     ―     

５ 持分法による投資利益   ―     146     

６ 投資有価証券運用益   ―     424     

７ その他   189 801 0.23 262 1,342 0.39 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   1,450     1,306     

２ 持分法による投資損失   4,274     ―     

３ スワップ損失   1,000     559     

４ その他   460 7,187 2.06 415 2,281 0.66 

経常利益     772 0.22   1,967 0.57 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※３ 0     4     

２ 関係会社株式売却益   1,602     2,199     

３ 投資有価証券売却益 ― 466    
４ 持分変動による 
みなし売却益 

※４ 283 244    

５ 貸倒引当金戻入額   568     127     

６ 遅延損害金   ―     396     

７ その他   145 2,601 0.74 45 3,484 1.00 



  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除売却損 ※５ 429     402     

２ 投資有価証券売却損   5     ―     

３ 関係会社株式売却損   1     ―     

４ 投資有価証券評価損   69     94     

５ 貸倒引当金繰入額   56     4     

６ 持分変動による 
みなし売却損 

  ―     1     

７ 関係会社整理損失引当金 

繰入額 
※６ ―     240     

８ 債務保証損失引当金繰入額   225     225     

９ 事務所移転費用   132     110     

10 減損損失 ※７ ―     1,411     

11 その他   232 1,152 0.33 271 2,761 0.80 

税金等調整前当期純利益     2,220 0.63   2,689 0.77 

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,429     1,972     

法人税還付額   ―     402     

法人税等調整額   49 1,479 0.42    △210 1,359 0.39 

少数株主利益(△：減算)     △139 △0.04   △12 △0.00 

当期純利益     601 0.17   1,317 0.38 

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     27,968   27,968 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     27,968   27,968 

            

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △24,533   △22,714 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１ 当期純利益   601   1,317   

２ 連結子会社減少による利
益剰余金増加高 

― 0  

３ 持分法適用会社減少に 
  よる利益剰余金増加高 

1,776 2,377 ― 1,318

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 役員賞与   6   36   

２ 持分法適用会社減少によ
る利益剰余金減少高 

552 558 4 41

Ⅳ 利益剰余金期末残高     △22,714   △21,437 

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益   2,220 2,689 

２ 減価償却費   1,621 2,248 

３ 減損損失   ― 1,411 

４ 連結調整勘定償却額   2,183 2,120 

５ 貸倒引当金の増加又は減少(△)額   △504 △2,260 

６ 退職給付引当金の増加又は減少（△）額   132 146 
７ 役員退職慰労引当金の増加 
又は減少(△)額 

 9 △47 

８ 受取利息及び受取配当金   △186 △182 

９ 支払利息   1,450 1,306 

10 持分法による投資利益   ― △146 

11 持分法による投資損失   4,274 ― 

12 投資有価証券売却益   △270 △793 

13 持分変動によるみなし売却益   △283 △244 

14 持分変動によるみなし売却損   ― 1 

15 投資有価証券売却損   5 ― 

16 投資有価証券評価損   69 94 

17 関係会社株式売却益   △1,602 △2,199 

18 投資育成有価証券の増加(△)又は減少額   △1,355 △12,637 

19 売上債権の増加(△)又は減少額   △6,265 3,665 

20 たな卸資産の増加(△)又は減少額   △3,052 1,189 

21 仕入債務の増加又は減少(△)額   7,240 △7,179 

22 その他資産の増加(△)又は減少額   311 △69 

23 その他負債の増加又は減少(△)額   △1,742 △749 

24 役員賞与の支払額   △7 △36 

25 その他   △1,596 530 

小計   2,653 △11,140 

26 利息及び配当金の受取額   153 173 

27 利息の支払額   △1,347 △1,162 

28 法人税等の還付額   306 70 

29 法人税等の支払額   △2,503 △1,304 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △737 △13,363 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 有価証券の取得による支出   △1,200 ― 

２ 有形固定資産の取得による支出   △1,017 △1,612 

３ 有形固定資産の売却による収入   9 50 

４ 無形固定資産の取得による支出   △1,080 △1,569 

５ 無形固定資産の売却による収入   0 0 

６ 投資有価証券の取得による支出   △4,014 △1,102 

７ 投資有価証券の売却等による収入   532 3,049 

８ 関係会社株式売却による収入   13,034 ― 
９ 連結範囲の変更を伴う 
子会社株式の取得による純減少額 

 △1,269 ― 

10 連結範囲の変更を伴う 
子会社株式の売却による純減少額 

 △131 ― 

11 連結範囲の変更に伴う 
子会社株式の売却による純増加額 

 ― 1,431 

12 連結子会社株式取得による支出   △49 △71 

13 貸付けによる支出   △123 △1,724 

14 貸付金の回収による収入   280 1,358 

15 その他投資の取得による支出   △1,661 △11 

16 その他投資の売却による収入   100 89 

投資活動によるキャッシュ・フロー   3,410 △111 



  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入金の純増減額   △19,517 5,917 

２ 長期借入れによる収入   23,781 27,022 

３ 長期借入金の返済による支出   △11,994 △26,972 

４ 社債の発行による収入   300 243 

５ 社債の償還による支出   ― △26 

６ 少数株主への株式の発行による収入   989 472 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △6,441 6,657 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   102 240 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △3,666 △6,576 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   26,756 24,157 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加   1,067 46 

Ⅷ 連結除外による現金及び現金同等物の減少   ― △9 

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高   24,157 17,617 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  45社 

主要な連結子会社の名称 

    アイ・ティー・テレコム㈱ 

    ㈱ソリスト（平成16年10月1日より東京電音㈱

は㈱ソリストに商号変更しております。） 

   なお、連結の範囲には、投資育成関係会社である

子会社を含んでおります。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  50社 

主要な連結子会社の名称 

    アイ・ティー・テレコム㈱ 

    ㈱ソリスト 

   なお、連結の範囲には、投資育成関係会社である

子会社を含んでおります。 

 (2) 連結の範囲の変更 

   当連結会計年度の連結の範囲の変更は、主として

以下のとおりであります。 

①ティーメディクス㈱、クワトロメディア㈱他２社

は、新規設立により新たに連結子会社となりまし

た。 

 (2) 連結の範囲の変更 

   当連結会計年度の連結の範囲の変更は、主として

以下のとおりであります。 

①ＤＡＳアウトソーシング㈱他３社は、新規設立に

より新たに連結子会社となりました。 

②㈱オリンパス綜合サービス（平成16年11月１日よ

りNOC日本アウトソーシング㈱に商号変更してお

ります。）、㈱ＡＶＳ、ＫＳオリンパス㈱、㈱秋

田ケーブルテレビ、北ケーブルネットワーク㈱他

８社は、同社株式の取得により、新たに連結子会

社となりました。 

なお、ＫＳオリンパス㈱、㈱秋田ケーブルテレ

ビ、北ケーブルネットワーク㈱他３社は、中間期

末日をみなし取得日としているため、連結損益計

算書及び連結キャッシュ・フロー計算書には、同

社の取得日以降の損益及びキャッシュ・フローが

含まれております。また、㈱ティアンドケイ他４

社は期末日をみなし取得日としているため、連結

損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書に

は、同社の損益及びキャッシュ・フローは含まれ

ておりません。 

②アイ・ティー・テレコム㈱の子会社でありました

㈱eeステーション関東は、アイ・ティー・テレコ

ム㈱を存続会社として合併しております。 

  

③バイオックス㈱は、同社株式の取得により、期首

から連結子会社となりましたが、当連結会計年度

において清算したことにより連結子会社から除外

しております。 

なお、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロ

ー計算書には、同社の清算までの損益及びキャッ

シュ・フローが含まれております。 

③東阪電子機器有限公司及び前連結会計年度まで関

連会社であった㈱ラプランタは、支配力が増した

ことにより新たに連結子会社となりました。 

  

④前連結会計年度まで連結子会社であった㈱エヌジ

ーシーは、保有全株式を売却したことにより、連

結子会社から除外しております。 

  

④前連結会計年度まで連結子会社であったテクマト

リックス㈱、テクノブレーン㈱は、同社株式を一

部売却したことにより連結子会社から除外してお

ります。 

⑤前連結会計年度まで連結子会社であったギズモプ

リュス㈱、IT Telecom Taiwan, Inc.は、当連結会

計年度において清算したため、連結子会社から除

外しております。 

なお、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロ

ー計算書には、同社の清算までの損益及びキャッ

シュ・フローが含まれております。 

⑤前連結会計年度まで連結子会社であったITX 

INTERNATIONAL  EQUITY  CORPORATION  Ⅱ他１社

は、保有全株式を売却したことにより連結子会社

から除外しております。 

  

⑥前連結会計年度まで連結子会社であった㈱スマー

トリンクは、平成16年７月にNOC日本アウトソー

シング㈱を存続会社として合併しております。 

⑥アイ・ティー・エックス翼ネット㈱他５社は、同

社株式の取得により新たに連結子会社となりまし

た。 

⑦前連結会計年度まで連結子会社であったNOC日本

アウトソーシング㈱は、平成16年10月に㈱オリン

パス綜合サービス（平成16年11月１日よりNOC日

本アウトソーシング㈱に商号変更しておりま

す。）を存続会社として合併しております。 

⑦前連結会計年度まで連結子会社であった㈱デジタ

ル・インタラクティブ・ダイナミクス他１社は、

当連結会計年度において清算したため、連結子会

社から除外しております。 



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 非連結子会社の名称等 
        Soliste Hong Kong Limited 
   連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上
高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰
余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財
務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連
結の範囲から除外しております。 
なお、BIOX LLCは、当連結会計年度において清
算したため、非連結子会社から除外しておりま
す。 

 (3) 主要な非連結子会社の名称等 
        Soliste Hong Kong Limited 

㈱ウェッブアイ 
他２社 

   連結の範囲から除いた理由 
非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上
高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰
余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財
務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連
結の範囲から除外しております。 
  

２ 持分法の適用に関する事項 
 (1) 持分法を適用した関連会社数     12社 

主要な会社等の名称 
    エヌ・ティ・ティ・ベトナム㈱ 
    ケーブルネット埼玉㈱ 
    なお、持分法を適用した関係会社には、投資育

成関係会社である関連会社を含んでおります。 

２ 持分法の適用に関する事項 
 (1) 持分法を適用した関連会社数     10社 

主要な会社等の名称 
    エヌ・ティ・ティ・ベトナム㈱ 
    ケーブルネット埼玉㈱ 
    なお、持分法を適用した関係会社には、投資育

成関係会社である関連会社を含んでおります。 
 (2) 持分法適用の範囲の変更 

当連結会計年度の持分法適用の範囲の変更は、主
に以下のとおりであります。 

 (2) 持分法適用の範囲の変更 
当連結会計年度の持分法適用の範囲の変更は、主
に以下のとおりであります。 

①Resect Medical,Inc.は、同社株式を取得したこ
とにより関連会社となったため、新たに持分法適
用会社となりました。 

①前連結会計年度まで連結子会社であったテクマト

リックス㈱、テクノブレーン㈱は、同社株式を一

部売却したことにより関連会社となったため、持

分法適用会社となりました。 

②前連結会計年度まで持分法適用会社であったバイ
オックス㈱、㈱秋田ケーブルテレビ、北ケーブル
ネットワーク㈱は、同社株式を取得したことによ
り連結子会社となったため、持分法適用除外とな
りました。 

②トリプルダブル㈱は、同社株式を取得したことに

より関連会社となったため、新たに持分法適用会

社となりました。 

  

③前連結会計年度まで持分法適用会社であった日商
エレクトロニクス㈱、㈱ユーズコミュニケーショ
ンズは、株式の一部売却により持分法適用除外と
なりました。 

③前連結会計年度まで関連会社であった㈱ラプラン
タは、支配力が増したことにより連結子会社とな
ったため、持分法適用除外となりました。 

④前連結会計年度まで持分法適用会社であったユビ
キタスＩＤ㈱、㈱フォトハイウェイ・ジャパン
は、第三者割当増資に伴い持分が減少したことに
より、関連会社でなくなったため、持分法適用除
外となりました。 

④前連結会計年度まで持分法適用会社であった㈱ジ

ョブウェブは、株式の一部売却により持分法適用

除外となりました。 

  

⑤前連結会計年度まで持分法適用会社であった㈱ペ
イ・パー・ビュー・ジャパン、AOIテクノロジー
㈱は、株式の全部売却により持分法適用除外とな
りました。 

⑤前連結会計年度まで持分法適用会社であった㈱ム
ービーチャンネル、ジェイディスク㈱及び㈱ホッ
トリンクは、株式の全部売却により持分法適用除
外となりました。 



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 持分法を適用しない非連結子会社の名称 

    Soliste Hong Kong Limited 

   持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用から除外

しております。 

なお、コアマイクロシステム株式会社について

は、当連結会計年度において、財務及び営業又

は事業の方針の決定に対する影響力の低下によ

り関連会社ではなくなりました。また

CHT.ELECTRONICS CO.,LTD.は株式売却により関

連会社ではなくなりました。 

 (3) 持分法を適用しない主要な非連結子会社の名称等 

    Soliste Hong Kong Limited 

    ㈱ウェッブアイ 
他２社 

   持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用から除外

しております。 

  

 (4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要が

あると認められる事項 

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、各社の事業年度に係る財務

諸表を使用しております。 

ただし、次の会社については、連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しており

ます。 

持分法適用会社名    決算日 

㈱フォトハイウェイ・ジャパン   ６月30日

㈱ホットリンク   ７月31日

 (4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要が

あると認められる事項 

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、各社の事業年度に係る財務

諸表を使用しております。 

  

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なり、

決算日の差異が３ヶ月を超えないため、当該子会社

の財務諸表を使用している主な子会社は次のとおり

であります。 

ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取

引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

  連結子会社名    決算日 

ITX INTERNATIONAL EQUITY 

CORPORATION 
  12月31日

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なり、

決算日の差異が３ヶ月を超えないため、当該子会社

の財務諸表を使用している主な子会社は次のとおり

であります。 

ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取

引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

  連結子会社名    決算日 

ITX INTERNATIONAL EQUITY 

CORPORATION 
  12月31日 

アイ・ティー・エックス翼ネッ

ト㈱ 
  12月31日 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

   その他有価証券(投資育成目的を含む) 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時価法によってお

ります。(評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は、移動平均法により算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

   その他有価証券(投資育成目的を含む) 

   時価のあるもの 

同左 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法によっております。 

    なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する

組合への出資（証券取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。 

   時価のないもの 

同左 

  



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ② デリバティブの評価基準 

   時価法によっております。 

  ② デリバティブの評価基準 

同左 

  ③ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   主として、先入先出法による原価法によっており

ます。 

  ③ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

   当社及び国内連結子会社は、定率法(ただし、平

成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備

を除く。)については、定額法)によっておりま

す。又、在外連結子会社は、主として見積り耐用

年数に基づく定額法によっております。 

   なお、主な耐用年数は、建物及び構築物が５～50

年、器具及び備品が２～20年であります。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

   当社及び国内連結子会社は、定額法によっており

ます。ただし、自社利用目的のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。又、一部の連結子会

社は、市場販売目的のソフトウェアについて、見

込販売数量に基づく償却額と残存有効期間に基づ

く均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を計

上しております。 

  ② 無形固定資産 

           同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

   当社及び連結子会社は、債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。なお、一部の在外連結子会社につい

ては、該当がないため計上しておりません。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

   当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づいて計上してお

ります。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(主として５年)による按分額を翌連結会計年

度より費用処理しております。なお、在外連結子

会社については、該当がないため計上しておりま

せん。 

② 退職給付引当金 

当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認められる額を計上し

ております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（６年）による按分額

を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(６年)による按分額を翌連結会計年度より費

用処理しております。 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ③ 役員退職慰労引当金 

   当社及び一部の国内連結子会社は、役員の退任に

よる退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。 

  ③ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ④ 債務保証損失引当金 

   当社は債務保証に係る損失に備えるため、被保証

先の財務状態の実情を勘案し、必要額を見積計上

しております。 

  ④ 債務保証損失引当金 

当社及び一部の国内連結子会社は、債務保証に係

る損失に備えるため、被保証先の財務状態の実情

を勘案し、必要額を見積計上しております。 

    ⑤ 関係会社整理損失引当金 

当社及び一部の国内連結子会社は、連結子会社の

事業の整理に伴う損失に備えるため、損失見込額

を計上しております。 

 (4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、期末の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産、負債及び

収益並びに費用は、期末の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整勘定に含めております。 

 (4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

同左 

 (5) 収益及び費用の計上基準 

  ① 投資育成有価証券売上高及び売上原価 

   投資育成目的の有価証券の売却金額を投資育成有

価証券売上高として計上し、又、売却する投資育

成有価証券の帳簿価額及び評価損等を投資育成有

価証券売上原価として計上しております。 

 (5) 収益及び費用の計上基準 

  ① 投資育成有価証券売上高及び売上原価 

同左 

  ② 投資育成関係会社株式売上高及び売上原価 

   投資育成目的の関係会社株式の売却金額を投資育

成有価証券売上高として計上し、又、売却する投

資育成関係会社株式の連結上の簿価(連結子会社

については、資本及び連結調整勘定未償却残高の

それぞれの持分減少相当額の合計額、及び持分法

適用会社については、持分法適用会社の資本のう

ち売却した株式に対応する持分の減少額)等を投

資育成有価証券売上原価として計上しておりま

す。 

  ② 投資育成関係会社株式売上高及び売上原価 

同左 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

   なお、在外連結子会社については、主として通常

の売買取引に準じた会計処理によっております。 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

   ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債

権債務等については振当処理を行い、特例処理の

要件を充たす金利スワップについては特例処理を

採用しております。 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段    ヘッジ対象   

 為替予約取引 

  
  
外貨建金銭債権債務及び外貨建予

定取引 

金利スワップ 

取引 
  借入金 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

   当社グループは、商品の輸出入に係る為替相場の

変動リスク及び借入金に係る金利変動リスクの軽

減のため、実需の範囲内で為替予約取引及び金利

スワップ取引を利用することとしております。 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジの有効性の評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計と

を比率分析する方法により行っております。ただ

し、為替予約取引及び金利スワップ取引のうちヘ

ッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が同一であ

り、高い相関関係があると考えられるもの及び金

利スワップの特例処理の要件を充たしているもの

については、有効性の判定を省略しております。 

  ④ ヘッジの有効性の評価の方法 

同左 

 (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  ①消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

  ②連結納税制度の適用 

   当連結会計年度から連結納税制度を適用しており

ます。 

 (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  ①消費税等の会計処理 

同左 

  

  ②連結納税制度の適用 

   連結納税制度を適用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定は、20年間で均等償却しております。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価格変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっ

ております。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日）)及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

これにより税金等調整前当期純利益が1,411百万円

減少しております。なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基づき当該各資産

の金額から直接控除しております。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（連結貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（第97号）が

平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１日より

適用となったこと及び「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月15

日付で改正されたことに伴い、当連結会計年度から投

資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資を

「出資金」から「投資有価証券」に計上する方法に変

更しました。 

 なお、当連結会計年度末の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資の額は1,560百万円であり、前連結会計年

度における投資その他の資産の「その他」に含まれて

いる当該出資の額は1,223百万円であります。 

――――― 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（第97号）が

平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１日より

適用となったこと及び「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月15

日付で改正されたことに伴い、当連結会計年度から投

資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資に

対する支出を「その他投資の取得による支出」から

「投資有価証券の取得による支出」に、収入を「その

他投資の売却による収入」から「投資有価証券の売却

等による収入」に計上する方法に変更しました。 

なお、当連結会計年度の「投資有価証券の取得による

支出」に含まれる当該出資に対する支出は414百万

円、「投資有価証券の売却等による収入」に含まれる

当該出資に対する収入は76百万円であります。 

――――― 



追加情報 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― １ 前連結会計年度において連結子会社であったテクマ

トリックス株式会社は、当中間連結会計期間におい

て同社株式の一部を売却したことにより持分法適用

の関連会社になったことに伴い、同社株式の保有目

的を見直した結果、「投資育成有価証券」（当連結

会計年度末1,610百万円）に計上しております。 

  

２ 平成17年 11月をもって、パソコン周辺機器OEM販

売取引を終了しております。当該取引は、OEMユー

ザーへの販売を売上高に、OEM供給元からの仕入を

売上原価に計上しておりました。 

一方、連結子会社であるITXイー・グローバレッジ

㈱が、平成17年12月より、パソコン周辺機器OEM取

引に関連して、新たな契約条件により取引を行っ

ております。 

当該取引は、OEMユーザーとOEM供給元との間で、

主にユーザンス供与及びロジスティックス等のサ

ービスを行うものであり、その経済実態を勘案し

て、当該サービスの対価を売上高に計上しており

ます。 

なお、従来の取引終了により、商品売上高及び商品

売上原価が減少することになりますが、前連結会計

年度における平成16年12月から平成17年３月までの

実績は、商品売上高29,127百万円、商品売上原価

28,878百万円であります。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式) 86百万円

投資育成有価証券(株式等) 3,763百万円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式) 93百万円

投資育成有価証券(株式等) 4,898百万円

※２ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、連結子会社２社におい

て、事業用の土地の再評価を行っております。 

   また、当社の持分相当額である△135百万円は、

資本の部の「土地再評価差額金」に含めて表示し

ております。 

※２ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、連結子会社２社におい

て、事業用の土地の再評価を行っております。 

   また、当社の持分相当額である△135百万円は、

資本の部の「土地再評価差額金」に含めて表示し

ております。 

   (1)㈱ソリスト 

    再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める

地方税法(昭和25年法律第226号)第341条第10号

の土地課税台帳又は同条第11号の土地補充課税

台帳に登録されている価格に合理的な調整を行

って算定する方法、及び同施行令第２条第４号

に定める地価税法(平成３年法律第69号)第16条

に規定する地価税の課税価格の計算の基礎とな

る土地の価格を算定するために国税庁長官が定

めて公表した方法により算出した価額に合理的

な調整を行って算出する方法によっておりま

す。 

    再評価を行った年月日   平成14年３月31日 

    なお、東京電音㈱は、平成16年10月１日より㈱

ソリストに商号変更しております。 

 再評価を行った土地の期末に 

 おける時価と再評価後の 

 帳簿価格との差額 

△18百万円

   (1)㈱ソリスト 

    再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める

地方税法(昭和25年法律第226号)第341条第10号

の土地課税台帳又は同条第11号の土地補充課税

台帳に登録されている価格に合理的な調整を行

って算定する方法、及び同施行令第２条第４号

に定める地価税法(平成３年法律第69号)第16条

に規定する地価税の課税価格の計算の基礎とな

る土地の価格を算定するために国税庁長官が定

めて公表した方法により算出した価額に合理的

な調整を行って算出する方法によっておりま

す。 

    再評価を行った年月日   平成14年３月31日 

 再評価を行った土地の期末に 

 おける時価と再評価後の 

 帳簿価格との差額 

△19百万円

   (2)アイ・ティー・テレコム㈱ 

    再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第１号に定める

地価公示法(昭和44年法律第49号)第６条に規定

する標準地について同条の規定により公示され

た価格に合理的な調整を行って算定する方法に

よっております。 

    再評価を行った年月日   平成13年12月31日 

 再評価を行った土地の期末に 

 おける時価と再評価後の 

 帳簿価格との差額 

△40百万円

   (2)アイ・ティー・テレコム㈱ 

    再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第１号に定める

地価公示法(昭和44年法律第49号)第６条に規定

する標準地について同条の規定により公示され

た価格に合理的な調整を行って算定する方法に

よっております。 

    再評価を行った年月日   平成13年12月31日 

 再評価を行った土地の期末に 

 おける時価と再評価後の 

 帳簿価格との差額 

△47百万円

※３ 担保提供資産 

   (1)現金及び預金のうち３百万円、投資有価証券の

うち100百万円は、取引保証金の代用として担

保に供しております。 

※３ 担保提供資産 

   (1)現金及び預金のうち33万円、投資有価証券のう

ち120百万円は、取引保証金の代用として担保

に供しております。 



  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

   (2)短期借入金８百万円、長期借入金3,334百万円

及び１年内返済予定長期借入金213百万円の担

保として供しているものは、次のとおりであり

ます。 

 定期預金 1,842百万円

 建物及び構築物 1,491 

 機械装置及び運搬具 43 

 土地 111 

 その他 55 

 計 3,544百万円

   (2)短期借入金88百万円、長期借入金1,617百万円

及び１年内返済予定長期借入金412百万円の担

保として供しているものは、次のとおりであり

ます。 

 定期預金 1,655百万円

 建物及び構築物 1,320 

 機械装置及び運搬具 135 

 土地 45 

 その他 53 

 計 3,210百万円

 ４ 偶発債務 

   連結子会社以外の会社の銀行借入等に対する保証 

   上記のうち、309百万円については、双日㈱の債

務保証に対する再保証であります。 

 ケーブルネット埼玉㈱ 309百万円

 その他 225 

 合計 534百万円

 ４ 偶発債務 

   連結子会社以外の会社の銀行借入等に対する保証 

   上記のうち、204百万円については、双日㈱の債

務保証に対する再保証であります。 

 ケーブルネット埼玉㈱ 204百万円

 その他 216 

 合計 420百万円

 ５ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高 117百万円

受取手形裏書譲渡高 268百万円

 ５ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高 2,049百万円

受取手形裏書譲渡高 215百万円

６ 貸出コミットメントについて 

当社及び連結子会社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行９行と貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく当連

結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

貸出コミット

メント総額 
32,000百万円

借入実行残高 8,960 

差引額 23,040百万円

６ 貸出コミットメントについて 

当社及び連結子会社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行８行と貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく当連

結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

貸出コミット

メント総額 
28,000百万円

借入実行残高 17,700 

差引額 10,300百万円

※７ 当社の発行済株式総数は、普通株式490,240株で

あります。 

※７ 当社の発行済株式総数は、普通株式490,240株で

あります。 

※８        ――――― ※８ このうち、消費貸借契約により貸し付けている有

価証券が33百万円含まれております。 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ このうち、投資育成有価証券売上高6,103百万

円、投資育成関係会社株式売上高7,972百万円が

含まれております。 

  

※１ このうち、投資育成有価証券売上高2,697百万

円、投資育成関係会社株式売上高3,189百万円が

含まれております。 

  

※２ このうち、投資育成有価証券売上原価949百万

円、投資育成関係会社株式売上原価4,111百万

円、投資育成有価証券評価損215百万円、投資育

成関係会社株式評価損４百万円、連結調整勘定償

却額166百万円、その他35百万円が含まれており

ます。 

  

※２ このうち、投資育成有価証券売上原価476百万

円、投資育成関係会社株式売上原価433百万円、

投資育成有価証券評価損605百万円、投資育成関

係会社株式評価損191百万円が含まれておりま

す。 

  

※３ 固定資産除売却益の内訳は次のとおりでありま

す。 

  

  固定資産売却益    

   器具及び備品 0百万円

       

     

※３ 固定資産除売却益の内訳は次のとおりでありま

す。 

  

  固定資産売却益    

   機械装置及び運搬具 4百万円

       

     

※４ 持分変動によるみなし売却益の283百万円は、テ

クマトリックス㈱他３社の実施した公募増資又は

第三者割当増資に基づくものであります。 

  

※４ 持分変動によるみなし売却益の244百万円は、㈱

ネットプロテクションズの実施した第三者割当増

資及び㈱ジョブウェブ株式の一部売却に基づくも

のであります。 

  

※５ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

  

  固定資産売却損    

   器具及び備品 2百万円

   機械装置及び運搬具 0  

  2百万円

※５ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

  

  固定資産売却損    

   土地 18百万円

   機械装置及び運搬具 0  

   器具及び備品 0  

   その他 0  

  19百万円

  

  固定資産除却損    

   ソフトウェア 305百万円

   建物及び構築物 54  

   器具及び備品 48  

   長期前払費用 18  

   機械装置及び運搬具 0  

  426百万円

  固定資産除却損    

   ソフトウェア 115百万円

   建物及び構築物 113  

   原状復帰費用等 73  

   器具及び備品 62  

   機械装置及び運搬具 1  

   その他 15  

  382百万円



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

当連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※６        ――――― 

  

※６ 関係会社整理損失引当金繰入額は、連結子会社で

ありますピーター商事㈱の事業の整理に伴う損失

見込額であります。 

※７        ――――― 

  

※７  減損損失 

当社グループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。 

当社グループは、事業資産においては管理会計上

の区分毎に、遊休資産においては個別単位に、資

産をグルーピングしております。 

事業資産については、経営環境の変化により将来

キャッシュ・フローの見積期間にわたって回収可

能性が認められなくなったため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額しております。なお回収可能価

額は、使用価値により測定しており、将来キャッ

シュ・フローを６.６％で割り引いて算定しており

ます。 

また、遊休資産については、帳簿価額に対し時価

が著しく下落しているため回収可能価額まで減額

しております。なお回収可能価額は市場価額を反

映していると考えられる固定資産税評価額により

評価しております。 

  

用途 種類 場所
減損損失 
(百万円) 

ネットワー
ク＆テクノ
ロジー事業
資産 

ソフトウェ
ア及び連結
調整勘定等 

東京都 1,331 

モバイル事
業資産 建物等 東京都他 31 

ビジネスイ
ノベーショ
ン事業資産 

ソフトウェ
ア 東京都 35 

遊休資産 土地 滋賀県 12 

合計 ― ― 1,411 

前連結会計年度 当連結会計年度



  
次へ 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日現在)

 現金及び預金勘定 26,109百万円

 有価証券勘定 10 
 預入期間が３ヶ月を超える 
 定期預金 

△1,961 

 現金及び現金同等物 24,157百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在)

 現金及び預金勘定 19,536百万円

 有価証券勘定 10 
預入期間が３ヶ月を超える
 定期預金 

△1,928 

 現金及び現金同等物 17,617百万円

２ 株式の取得により連結子会社となった会社の資産及

び負債の主な内訳 

  当連結会計年度に株式（関係会社株式）の取得によ

り連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内

訳は次のとおりであります。 

  KSオリンパス㈱他３社 

  

  

 流動資産 16,550百万円

 固定資産 5,517 

   資産合計 22,068百万円

 流動負債 △13,677百万円

 固定負債 △3,152 

   負債合計 △16,830百万円

２ 株式の取得により連結子会社となった会社の資産及

び負債の主な内訳 

  当連結会計年度に株式（投資育成関係会社株式）の

取得により連結子会社となった会社の資産及び負債

の主な内訳は次のとおりであります。 

  アイ・ティー・エックス翼ネット㈱他５社 

 流動資産 736百万円

 固定資産 1,735 

   資産合計 2,471百万円

 流動負債 △1,598百万円

 固定負債 △418 

   負債合計 △2,016百万円



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(借主側) 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

器具及び備品 2,297 1,370 926

ソフトウェア 346 182 163

その他 235 88 148

合計 2,879 1,641 1,238

（注）連結子会社でありますティーメディクス㈱は当連 

結会計年度より本格的な営業活動を開始したこと 

に伴い、前連結会計年度と比べ、リース物件の取 

得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残 

高相当額が増加しております。 

  

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

器具及び備品 3,596 1,363 2,232 

ソフトウェア 289 198 90 

その他 218 121 96 

合計 4,104 1,684 2,420 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 563百万円

１年超 799百万円

合計 1,362百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 767百万円

１年超 1,596百万円

合計 2,364百万円

  （注）連結子会社でありますティーメディクス㈱

は当連結会計年度より本格的な営業活動を開始

したことに伴い、前連結会計年度と比べ、未経

過リース料期末残高相当額が増加しておりま

す。 

  



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

③  支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

（注）日商エレクトロニクス㈱が持分法適用除外と

なったため、支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額は前期と比べ減少して

おります。 

支払リース料 464百万円

減価償却費相当額 421百万円

支払利息相当額 33百万円

③  支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

（注）連結子会社でありますティーメディクス㈱は当連 

結会計年度より本格的な営業活動を開始したこと 

に伴い、前連結会計年度と比べ、支払リース料、 

減価償却費相当額及び支払利息相当額が増加して 

おります。 

  

支払リース料 822百万円

減価償却費相当額 758百万円

支払利息相当額 48百万円

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

     減価償却費相当額の算定方法 

     ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

同左 

     利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法(一部の連結子会社は利子込

み法)によっております 

  

   利息相当額の算定方法 

同左 

  

(貸主側) 

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

(貸主側) 

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

――――― ――――― 

    

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

――――― 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

 ――――― 

    



  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 ③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

――――― 

  

 ③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

――――― 

  

 ④ 利息相当額の算定方法 

――――― 

  

 ④ 利息相当額の算定方法 

――――― 

  

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

 未経過リース料 

――――― 

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

 未経過リース料 

１年以内 3百万円 

１年超 - 

合計 3百万円 

    



(有価証券関係) 

(前連結会計年度)(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(1) 流動資産に属するもの(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

   該当事項はありません。 

(2) 流動資産に属するもの(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

  

 (3) 固定資産に属するもの(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

  

(4) 固定資産に属するもの(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

(注)当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について11百万円減損処理を行っております。 

  

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 ― ― ― 

(2) 債券 1,200 1,200 ― 

(3) その他 ― ― ― 

合計 1,200 1,200 ― 

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 880 2,092 1,212 

(2) 債券 9 9 0 

(3) その他 ― ― ― 

合計 890 2,102 1,212 

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 4,130 3,988 △141 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 129 112 △16 

合計 4,259 4,101 △158



２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券  

(※）上記のうち投資育成有価証券に係る売却額6,103百万円及び売却益5,154百万円は、投資育成有価証券売上高及び投資育成有

価証券売上原価として計上しております。 

  

３ 時価評価されていない主な「有価証券」(上記１を除く)の内容及び連結貸借対照表計上額 

流動資産に属するもの 

(1) その他有価証券 

その他の投資信託             10百万円 

固定資産に属するもの 

(1) その他有価証券 

非上場株式              7,887百万円 

投資事業有限責任組合及びそれに 
類する組合への出資                 1,560百万円 

その他の非上場債券           193百万円 

  

４ その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の償還予定額 

  

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円) 

6,538 5,431 12 

区分 １年以内(百万円) １年超５年未満(百万円) ５年超10年未満(百万円) 

１．債券       

 (1)国債 1,200 9 ― 

 (2)社債 ― 193 ― 

２．その他 ― 1,012 547 

合計 1,200 1,216 547 



  

（当連結会計年度）（平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(1) 流動資産に属するもの(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

   該当事項はありません。 

(2) 流動資産に属するもの(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

  

(3) 固定資産に属するもの(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

  

(4) 固定資産に属するもの(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

(注)当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行っておりません。 

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 1,199 1,199 △0

(3) その他 ― ― ―

合計 1,199 1,199 △0

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 3,253 3,471 218

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 3,253 3,471 218

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 17 16 △0

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 17 16 △0



２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券  

  

(※）上記のうち投資育成有価証券に係る売却額2,697百万円、売却益2,223百万円及び売却損2百万円は、投資育成有価

証券売上高及び投資育成有価証券売上原価として計上しております。 

  

３ 時価評価されていない主な「有価証券」(上記１を除く)の内容及び連結貸借対照表計上額 

流動資産に属するもの 

(1) その他有価証券 

その他の投資信託             10百万円 

固定資産に属するもの 

(1) その他有価証券 

非上場株式              9,214百万円 

投資事業有限責任組合及びそれに 
類する組合への出資                 1,521百万円 

その他の非上場債券            298百万円 

  

４ その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の償還予定額 

  

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円) 

4,891 3,033 19 

区分 １年以内(百万円) １年超５年未満(百万円) ５年超10年未満(百万円) 

１．債券       

 (1)国債 1,199 ― ― 

 (2)社債 ― 298 ― 

２．その他 ― 840 680 

合計 1,199 1,139 680 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 ① 取引の内容 

   当社及び連結子会社が利用しているデリバティブ

取引は、為替予約取引、金利スワップ取引及び株

価スワップ取引であります。 

 ① 取引の内容 

            同左 

 ② 取引に対する取組方針 

   当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を行う

場合には、原則、実需に伴う取引に限定して実施

することとしております。ただし、当社は、一定

の限度の範囲内で収益の獲得を目的とするデリバ

ティブ取引を実施することがあります。 

 ② 取引に対する取組方針 

同左 

 ③ 取引の利用目的 

   当社及び連結子会社は、営業取引により生じる為

替相場変動リスク、及び、資金借入に係る金利変

動リスクを軽減する目的でデリバティブ取引を行

っております。また、当社では、収益の獲得を目

的に株価スワップ取引を行っております。 
  
   ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっております。 

    ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭

債権債務等については振当処理を行い、特例処

理の要件を充たす金利スワップについては特例

処理を採用しております。 

   ヘッジ手段とヘッジ対象 

  
   ヘッジの有効性の評価の方法 

    ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計

とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累

計とを比率分析する方法により行っておりま

す。 

    ただし、為替予約取引及び金利スワップ取引の

うちヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が同

一であり、高い相関関係があると考えられるも

の及び金利スワップの特例処理の要件を充たし

ているものについては、有効性の判定を省略し

ております。 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約取引 外貨建金銭債権債務
外貨建予定取引 

金利スワップ取引 借入金 

 ③ 取引の利用目的 

                    同左 

  

  

  

  
  
   ヘッジ会計の方法 

            同左 

  

  

  

  

   ヘッジ手段とヘッジ対象 

  
   ヘッジの有効性の評価の方法 

                   同左 

  

       同左   

    
  

    

 ④ 取引に係わるリスクの内容 

   当社及び連結子会社が利用しているデリバティブ

取引は、それぞれ為替変動リスク、金利の変動リ

スク、株価変動リスクを有しております。 

 ④ 取引に係わるリスクの内容 

            同左 

 ⑤ 取引に係わるリスク管理体制 

当社及び連結子会社では、社内規程に従って、

個々の取引は各営業部からの依頼に基づき、業務

部又は企画部にて実行、ポジション管理及び決済

管理を行っております。 

 ⑤ 取引に係わるリスク管理体制 

同左 



２ デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

① 通貨関係 

(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、外貨建金銭債権債務に振り当てられた為替予約取引及び、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取

引については、注記の対象から除いております。 

(当連結会計年度末)(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、外貨建金銭債権債務に振り当てられた為替予約取引及び、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取

引については、注記の対象から除いております。 

  

② 金利関連 

(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

(当連結会計年度末)(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

③ 株式関連 

(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

  

(注) 時価の算定方法 

  株価スワップ取引…取引証券会社から提示された価格によっております。 

  

(当連結会計年度末)(平成18年３月31日) 

  

(注) 時価の算定方法 

  株価スワップ取引…取引証券会社から提示された価格によっております。 

  

前へ   次へ 

区分 種類 
契約額等
(百万円) 

うち１年超
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以外の取引 株価スワップ取引 6,490 3,804 △3,124 △3,124 

合計 6,490 3,804 △3,124 △3,124 

区分 種類 
契約額等
(百万円) 

うち１年超
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以外の取引 株価スワップ取引 2,810 ― △1,466 △1,466

合計 2,810 ― △1,466 △1,466



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度(日商岩井グループ厚生年金基金(旧日商

岩井㈱のグループ会社が加入する連合設立型厚生年金基金))、適格退職年金制度及び退職一時金制度を、その他の制

度として、特定退職金共済制度を設けております。 

また、当社及び一部の国内連結子会社は、厚生年金基金制度を平成16年９月30日に脱退し、確定拠出年金制度へ移

行しております。 

  

国内連結子会社における退職金制度の概要は、以下のとおりであります。 

(注) １ 国内連結子会社21社及び海外連結子会社８社は退職金制度を有しておりません。 

２ 東京電音㈱は、平成16年10月1日より㈱ソリストに商号変更しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) 

  

 (注) １ 当社及び連結子会社12社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２ 日商岩井グループ厚生年金基金については、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に算定できないため、当該厚

生年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理する方法を採用しております。なお、当該厚生年金基金を採用して

いる連結子会社２社の制度の掛金拠出割合により算定した年金資産見積額は、2,577百万円であります。 

  

会社名 退職金制度の概要 

ITXイー・グローバレッジ㈱ 確定拠出年金及び退職一時金 

ITX イー・グローバレッジ㈱ 
の連結子会社１社 

確定拠出年金 

㈱アトラクスほか１社 日商岩井グループ厚生年金基金及び退職一時金 

テクマトリックス㈱ほか６社 退職一時金 

㈱ソリストほか３社 適格退職年金及び退職一時金 

㈱秋田ケーブルテレビ 特定退職金共済及び退職一時金 

イ 退職給付債務 △1,825百万円

ロ 年金資産 420百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,405百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ―百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 △19百万円

へ 未認識過去勤務債務 13百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △1,412百万円

チ 前払年金費用 ―百万円

リ 退職給付引当金(ト＋チ) △1,412百万円



３ 退職給付費用に関する事項(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 (注) １ 簡便法を採用している当社及び連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

２ 日商岩井グループ厚生年金基金については、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に算定できないため掛金拠出

額を退職給付費用として処理しております。なお、当該処理額は、「イ 勤務費用」に含めております。 

３ 厚生年金基金からの脱退に伴い、特別掛金 82百万円を拠出し、特別損失として計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

イ 勤務費用(注 １、２) 532百万円

ロ 利息費用 11百万円

ハ 期待運用収益 ―百万円

ニ 過去勤務債務の費用処理額 1百万円

ホ 会計基準変更時差異の費用処理額 2百万円

へ 数理計算上の差異の費用処理額 5百万円

ト 臨時に支払った割増退職金等 11百万円

チ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) 564百万円

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 ― 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 13年 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として５年 

  

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内での一定の年

数による定額法または定率法により、翌連結会計年度

から費用処理しております。) 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 ５年 



  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定拠出年金制度、厚生年金基金制度(日商岩井グループ厚生年

金基金(旧日商岩井㈱のグループ会社が加入する連合設立型厚生年金基金))、適格退職年金制度及び退職一時金制度

を、その他の制度として、特定退職金共済制度を設けております。 

  

連結子会社における退職金制度の概要は、以下のとおりであります。 

(注) 国内連結子会社28社及び海外連結子会社６社は退職金制度を有しておりません。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

  

 (注) １ 当社及び連結子会社11社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２ 日商岩井グループ厚生年金基金については、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に算定できないため、当該厚

生年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理する方法を採用しております。なお、当該厚生年金基金を採用して

いる連結子会社２社の制度の掛金拠出割合により算定した年金資産見積額は、3,231百万円であります。 

会社名 退職金制度の概要 

（国内連結子会社）   

ITXイー・グローバレッジ㈱ 確定拠出年金及び退職一時金 

ITXイー・グローバレッジ㈱  の連
結子会社１社 

確定拠出年金 

㈱アトラクスほか１社 日商岩井グループ厚生年金基金及び退職一時金 

ＮＯＣ日本アウトソーシング㈱ 

ほか５社 

退職一時金 

㈱ソリストほか３社 適格退職年金及び退職一時金 

㈱秋田ケーブルテレビ 特定退職金共済及び退職一時金 

（海外連結子会社）   

韓国翼システム㈱ 退職一時金 

イ 退職給付債務 △1,614百万円

ロ 年金資産 461百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,152百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ─百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 △191百万円

へ 未認識過去勤務債務 6百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △1,337百万円

チ 前払年金費用 △1百万円

リ 退職給付引当金(ト＋チ) △1,338百万円



３ 退職給付費用に関する事項(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 (注) １ 簡便法を採用している当社及び連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

２ 日商岩井グループ厚生年金基金については、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に算定できないため掛金拠出

額を退職給付費用として処理しております。なお、当該処理額は、「イ 勤務費用」に含めております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

前へ   次へ 

イ 勤務費用(注 １、２) 435百万円

ロ 利息費用 12百万円

ハ 期待運用収益 ─百万円

ニ 過去勤務債務の費用処理額 20百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 18百万円

ヘ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 487百万円

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 ― 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ６年 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 ６年 

  

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内での一定の年

数による定額法または定率法により、翌連結会計年度

から費用処理しております。) 



(税効果会計関係) 

  

  
  

前へ     

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  

 (繰延税金負債) 

  未払事業税 24百万円

  貸倒引当金 362  

  未払賞与 420  

  役員退職慰労引当金 46  

  退職給付引当金 488  

  棚卸資産評価減 46  

  減価償却超過額 62  

  一括償却資産超過額 38  

  投資育成有価証券評価損 259  

  投資有価証券評価損 394  

  会員権評価損 7  

  営業権償却一時差異 89  

  繰越欠損金 12,747  

  土地再評価差額金 30  

  その他資産評価差額 252  

  その他 317  

  繰延税金資産小計 15,589  

  評価性引当額 △14,861  

  繰延税金資産合計 728百万円

  その他有価証券評価差額金 △359百万円

  圧縮記帳積立金 △321  

  その他 △13  

  繰延税金負債合計 △694  

  繰延税金資産の純額 33百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  

  

  

 (繰延税金負債) 

  未払事業税 133百万円

  貸倒引当金 396  

  未払賞与 554  

  役員退職慰労引当金 36  

  退職給付引当金 521  

  棚卸資産評価減 133  

  減価償却超過額 122  

  投資育成有価証券評価損 424  

  投資有価証券評価損 484  

  会員権評価損 26  

  営業権償却一時差異 6,209  

  繰越欠損金 10,922  

  土地再評価差額金 286  

  その他 376  

  繰延税金資産小計 20,626  

  評価性引当額 △20,089  

  繰延税金資産合計 537百万円

  その他有価証券評価差額金 △110百万円

  その他 △19  

  繰延税金負債合計 △130  

  繰延税金資産の純額 407百万円

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率            40.69％ 

 （調整） 

  交際費等損金不算入          4.18 

  受取配当金の益金不算入             △1.02 

  住民税均等割等            4.30 

    持分法による投資損失                78.33 

    持分法によるみなし売却損益     △5.18 

  連結調整勘定償却              42.23 

    繰延税金資産の取崩                   6.89 

  評価性引当額の増減        △103.69 

    その他                            △0.12 

    税効果会計適用後の法人税等の負担率 66.61％ 
  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率             40.69％ 

 （調整） 

  交際費等損金不算入           4.05 

  受取配当金の益金不算入       △12.37  

  住民税均等割等             4.39 

    持分法による投資利益                △2.22 

    持分法によるみなし売却損益      △3.66 

  連結調整勘定償却               32.18 

    繰延税金資産の取崩                   11.80 

  評価性引当額の増減         △25.62 

    その他                               1.32 

    税効果会計適用後の法人税等の負担率   50.56％ 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  
(注) １ 事業区分は事業の内容によっております。 

  

２ 各事業の区分に属する主要な事業の内容 
 (1) ライフサイエンス事業 
   ・医療事業： 欧米の技術を利用した治療用デバイス、非・低侵襲で患者への負担が少ないデバイス等の販売及び医療

情報ソリューションサービスの提供 
   ・バイオ：  ゲノム創薬支援、再生医療事業の展開 
   ・生活産業： 「安心で安全な食」を前提とした健康関連事業の展開 
 (2) ネットワーク＆テクノロジー事業 
 ・ネットワークソリューション：   システムインテグレーションサービス、ネットワークインフラシステム販売、

セキュリティソリューションの提供等 
   ・ブロードバンド：         光ファイバーを用いたブロードバンド事業、双方向サービス事業の展開等 
   ・インターネットサービス：     EC決済、CRM等の各種インターネットサービスの提供 

       ・次世代半導体・電子デバイス：   次世代撮像素子の設計・開発・販売、半導体関連装置・電子機器の販売等 
 (3) モバイル事業 

 (4) ビジネスイノベーション事業 

  

  

  
ライフサイ
エンス事業 
(百万円) 

ネットワー
ク＆テクノ
ロジー事業
(百万円) 

モバイル
事業 
(百万円) 

ビジネス
イノベー 
ション事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       
 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

24,887 133,681 178,786 12,343 349,699 ― 349,699

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ―

計 24,887 133,681 178,786 12,343 349,699 ― 349,699

  営業費用 24,272 126,626 178,391 12,029 341,320 1,220 342,541

  営業利益 614 7,055 394 314 8,378 (1,220) 7,157

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

  資産 

  
  

24,445 

  
  

49,945 
  

72,778 
  

14,085 
  

161,254 

  
  

8,758 
  

170,012 

   減価償却費 60 749 545 221 1,577 43 1,621

   資本的支出 49 850 989 186 2,075 22 2,098

・モバイル端末・ソリューション・コンテンツ： モバイル端末のディストリビューションビジネス、
モバイルソリューションの提供、モバイルコンテン
ツサービスの提供等 

・CVC（コーポレートベンチャーキャピタル）： ベンチャー投資 
・ヒューマンキャピタルマネジメント： ヒューマンリソース（新卒採用支援・新卒派遣等）、

アウトソーシングサービス等の提供 
・知的財産権： 特許分析、特許・技術ライセンス移転ビジネスの展開
・構造改革： 事業再生を目的とした投資および融資 



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
(注) １ 事業区分は事業の内容によっております。 

  

２ 各事業の区分に属する主要な事業の内容 
 (1) ライフサイエンス事業 

   ・バイオ：                          ゲノム創薬支援の展開 
   ・生活産業：                        「安心で安全な食」を前提とした健康関連事業の展開 

        なお、内視鏡・顕微鏡等の光学医用器具販売を行うＫＳオリンパス㈱は、前連結会計年度において中間期末日をみな
し取得日としているため、前連結会計年度及び当連結会計年度の「事業の種類別セグメント情報」には、同社の取得
日以降の損益が含まれております。 

 (2) ネットワーク＆テクノロジー事業 

 (3) モバイル事業 

 (4) ビジネスイノベーション事業 

  

    

  
ライフサイ
エンス事業 
(百万円) 

ネットワー
ク＆テクノ
ロジー事業
(百万円) 

モバイル
事業 
(百万円) 

ビジネス
イノベー 
ション事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       
 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

42,028 83,567 204,332 16,927 346,855 ― 346,855

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

360 148 ― ― 508 (508) ―

計 42,388 83,715 204,332 16,927 347,364 (508) 346,855

  営業費用 39,982 81,722 204,471 17,051 343,227 722 343,949

  営業利益又は営業損失 
（△） 

2,406 1,993 △139 △123 4,137 (1,231) 2,905

Ⅱ 資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支出 

  資産 

  
  

21,623 

  
  

52,965 
  

69,990 
  

13,584 
  

158,164 

  
  

8,884 
  

167,049 

   減価償却費 100 913 884 304 2,203 44 2,248

   減損損失 ― 1,331 31 47 1,411 ― 1,411

   資本的支出 144 1,000 1,689 509 3,344 14 3,359

・医療事業： 内視鏡・顕微鏡等の光学医用器具販売、欧米の技術を利用
した治療用デバイス、非・低侵襲で患者への負担が少ない
デバイス等の販売及び医療情報ソリューションサービスの
提供 

・ネットワークソリューション： システムインテグレーションサービス、ネットワークイン
フラシステム販売、セキュリティソリューションの提供、
パッケージソフトウェア開発・販売等 

・ブロードバンド： CATV事業、光ファイバーを用いたブロードバンド・サービ
ス事業等 

・インターネットサービス： EC決済、CRM等の各種インターネットサービスの提供 
・次世代半導体・電子デバイス： 半導体関連装置・電子機器の販売等 

・モバイル端末・ソリューショ 
ン・コンテンツ： 

モバイル端末のディストリビューションビジネス、モバイ
ルソリューションの提供、モバイルコンテンツサービスの
提供等 

・CVC 
(コーポレートベンチャーキャピタル)： 

  
ベンチャー投資 

・ヒューマンキャピタルマネジメント： ヒューマンリソース（新卒採用支援・新卒派遣等）、アウ
トソーシングサービス等の提供 

・知的財産権： 特許分析、特許・技術ライセンス移転ビジネスの展開 
・構造改革： 事業再生を目的とした投資および融資 



３ 「消去又は全社」に含まれた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

  

４ 事業の種類別セグメントの売上高には以下の内容が計上されております。 
  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

  

  
前連結 
会計年度 
(百万円) 

当連結
会計年度 
(百万円) 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた
配賦不能営業費用の金額 

1,220 1,185
当社企画部・業務部等、職能部門に係る費
用 

消去又は全社の項目に含めた全
社資産の金額 

8,758 8,931 当社現金及び預金、職能部門に係る資産等 

  
ライフ 

サイエンス事業 
(百万円) 

ネットワーク＆
テクノロジー 
事業 
(百万円) 

モバイル事業
(百万円) 

ビジネス
イノベーション

事業 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

(売上高)     

投資育成有価証券売
上高 

931 4,391 ― 779 6,103 

投資育成関係会社株
式売上高 

― 7,972 ― ― 7,972 

計 931 12,364 ― 779 14,075 

  
ライフ 

サイエンス事業 
(百万円) 

ネットワーク＆
テクノロジー 

事業 
(百万円) 

モバイル事業
(百万円) 

ビジネス
イノベーション

事業 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

(売上高)     

投資育成有価証券売
上高 

2,403 294 ― ― 2,697 

投資育成関係会社株
式売上高 

― 2,602 ― 587 3,189 

計 2,403 2,896 ― 587 5,886 



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 北米…米国 

 (2) 欧州…ベルギー、オランダ 

 (3) アジア…中国 

  （4）中南米…メキシコ 

 (5) その他の地域…オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 北米…米国 

 (2) 欧州…ベルギー 

 (3) アジア…中国 

    （4）中南米…メキシコ 

 (5) その他の地域…オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  北米 欧州 アジア 中南米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 33,676 32,604 13,302 24,668 1,044 105,295

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― ― 349,699

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

9.6 9.3 3.8 7.1 0.3 30.1

  北米 欧州 アジア 中南米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 25,360 21,359 7,505 11,401 652 66,279

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― ― 346,855

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

7.3 6.2 2.2 3.3 0.1 19.1



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
１ 親会社及び法人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注) １ オリンパス㈱は、平成16年９月にその他の関係会社から親会社に属性を変更しておりますが、記載の金額は通年のもので

す。 
２ 双日㈱は、平成16年９月にその他の関係会社でなくなったため、同社との取引金額は、平成16年４月から平成16年９月の
期間の取引金額を記載しております。また、議決権等の所有割合及び期末残高は、平成16年９月時点の金額を記載してお
ります。 

３ 取引金額に消費税等は含まれておりません。 
    ４ 役員のうち３名は双日㈱からの転籍による役員であります。 
    ５ 双日㈱に対して債務保証を行っております。なお、この金額は、同社が行っている債務保証に対する再保証であります。

６ 取引事例等をもとに算定した合理的価格により譲渡しております。なお、支払条件は一括現金払であります。 
２ 兄弟会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注) １ 当社新株予約権付社債が平成17年３月にOLYMPUS HONGKONG AND CHINA LIMITEDよりOlympus Finance HongKong Limited.

へ譲渡されたことに伴い、同社を親会社の子会社として記載しております。 
２ 新株予約権付社債の引受につきましては無利息でおこなわれております。 
３  双日㈱は、平成16年９月にその他の関係会社でなくなったため、双日米国会社及び日商エレクトロニクス㈱との取引金額
は平成16年４月から平成16年９月までの期間の取引金額を記載しております。 

４ 新株予約権付社債の概要は、第５経理の状況１連結財務諸表等(1)連結財務諸表⑤連結附属明細表の社債明細表及び第４
提出会社の状況１株式等の状況(2)新株予約権等の状況に記載のとおりであります。 

  
５ 双日米国会社への当社商品の販売については、市場価格を参考に一般的取引条件と同一の条件で決定しております。 
６ 取引事例等をもとに算定した合理的価格により譲渡しております。なお、支払条件は一括現金払であります。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等

の所有 
(被所有)割合 

(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

親会社 
オリンパ

ス㈱ 
東京都

新宿区 
40,833 

精密機械器

具の製造販

売 

（被所有）

直接 61.78 
間接  5.81 

兼任1名

株式の

購入及

び株式

の売却 

株式の購入

（注）6 
購入代金 

  
  

3,554 
― ― 

株式の売買

（注）6 
売却代金 
売却益 

  
  
800 
400 

  
  
― 
― 

  
  
― 
― 

その他

の関係

会社 
双日㈱ 

東京都 
港区 

107,184 総合商社 
(被所有)

直接  22.44 
間接  3.48 

転籍3名

(注)4 

債務保

証及び

株式の

売却 

債務保証

(注)5 
1,096 ― ― 

株式の売買

(注)6 
売却代金 
売却益 

  
  

13,434 
6,009 

  
  
― 
― 

  
  
― 
― 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等

の所有 
(被所有)割合

(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

親会社

の子会

社 

Olympus 

Finance 

HongKong 

Limited 

香港 
香港$ 千 
200,000 

金融投資 
（被所有）

直接 5.81 
なし

当社社

債の引

受 

当社社債の

引受 
―

  

新株予約

権付社債

(注)1、2 
10,000

その他

の関係

会社の

子会社 

双日 
米国会社 

米国 
ニュー

ヨーク 

U.S.$ 千 
374,500 

総合商社 
(被所有)

直接 2.96 
なし

米国に

おける

当社商

品の販

売 

当社商品の

販売 
46,779 

受取手形

及び 
売掛金 

7,440

その他

の関係

会社の

子会社 

  
日商エレ

クトロニ

クス㈱ 
  

東京都

中央区 

  
    

14,336  

情報通信 

サービス 
なし なし

株式の

売却 

株式の売買

（注）6 
売却代金 
売却益 

 

  
250 
249 

  
  
― 
― 

 

 

― 
― 



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
１ 親会社及び法人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注) １ 取引金額に消費税等は含まれておりません。 
    ２ 取引事例等をもとに算定した合理的価格により譲渡しております。なお、支払条件は一括現金払であります。 
２ 兄弟会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注) １ 新株予約権付社債の概要は、第５経理の状況１連結財務諸表等(1)連結財務諸表⑤連結附属明細表の社債明細表及び第４

提出会社の状況１株式等の状況(2)新株予約権等の状況に記載のとおりであります。 
２ 新株予約権付社債の引受につきましては無利息でおこなわれております。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等

の所有 
(被所有)割合 

(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

親会社 
オリンパ

ス㈱ 
東京都

新宿区 
48,331 

精密機械器

具の製造販

売 

（被所有）

直接 66.67 
間接  9.89 

兼任２名
株式の

売却 

株式の売

買（注）2 
売却代金 
売却益 

  
2,544 
2,376 

  
― 
― 

  
― 
― 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等

の所有 
(被所有)割合

(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

親会社

の子会

社 

Olympus 

Finance 

HongKong 

Limited 

香港 
香港$ 千 
200,000 

金融投資 
（被所有）

直接 9.89 
なし

当 社 社

債 の 引

受 

当 社 社 債

の引受 
―

  

新株予約

権付社債

(注) 
10,000



(１株当たり情報) 
  

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後の１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 52,692.32円 １株当たり純資産額 54,794.33円

１株当たり当期純利益 1,151.74円 １株当たり当期純利益 2,616.49円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

956.28円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

2,166.43円

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益 601百万円 1,317百万円 

普通株式に係る当期純利益 564百万円 1,282百万円 

普通株主に帰属しない金額 
利益処分による役員賞与金 

37百万円 34百万円 

普通株主に帰属しない金額 37百万円 34百万円 

普通株式の期中平均株式数 490,240株 490,240株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算
定に用いられた当期純利益調整額の主要な
内訳 
持分法適用会社の発行する 
潜在株式調整額 

  
───── 

  
  

△3百万円 

当期純利益調整額 ───── △3百万円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算
定に用いられた普通株式増加数の主要な内
訳 
新株予約権付社債１種類 

  
  

100,200株 

  
  
  

100,200株 

普通株式増加数 100,200株 100,200株 

  
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要 

───── 新株予約権１種類（新株予約権
の数 5,190個）。 
概要は、「第４ 提出会社の状
況、（２）新株予約権等の状
況」に記載のとおりでありま
す。 



(重要な後発事象) 

  

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当社は、商法第280条の20及び第280条の21の規定に基づき、ストックオプションとして特に有利な条件をもって新株

予約権を発行することを、平成17年６月23日開催の定時株主総会において特別決議いたしました。 

(1) 新株予約権の割当を受ける者 

当社の取締役、執行役員及び使用人、当社子会社及び関連会社の取締役のうち当社取締役会で認められた者、及

びそれ以外で当社の事業価値向上に貢献できる者として当社取締役会で認められた者とする。 

(2) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

普通株式6,000株を上限とする。 

(3) 新株予約権の総数 

6,000個を上限とする。 

(4) 新株予約権の発行価額 

無償とする。 

(5) 新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額 

１株当りの払込価額は、新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）におけ

る大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」市場の当社株式の普通取引の終値の平均値に

1.05を乗じた金額（1円未満の端数は切上げ）とする。ただし、当該金額が新株予約権発行日の前日終値（取引が

成立しない場合にはそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

(6) 新株予約権の行使期間 

平成19年６月24日から平成22年６月23日までとする。 

  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１．当社は、平成18年４月28日開催の取締役会において、平成17年6月23日開催の当社第６回定時株主総会での決議に

基づき、下記発行条件にてストックオプションとして新株予約権の第二次付与を決議いたしました。 

(1) 新株予約権の発行日 

平成18年４月28日 

(2) 新株予約権の発行数 

455個（新株予約権1個につき1株） 

(3) 新株予約権の発行価額 

無償 

(4) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当社普通株式 455株 

(5) 新株予約権の行使に際しての払込金額 

1株につき219,689円 

(6) 新株予約権の行使により新株を発行する場合の発行価額のうち、資本に組み入れる額 

1株につき109,845円 

(7) 新株予約権の行使により発行する株式の発行価額の総額 

99,958,495円 

(8) 新株予約権の行使期間 

平成19年６月24日から平成22年６月23日まで 

(9) 新株予約権の割当を受ける者 

当社の使用人及び当社子会社の取締役 

  



２．当社は、今後の運転資金に充当するため平成18年３月28日付けでタームローン契約を株式会社 

三菱東京UFJ銀行と締結しております。 

タームローン契約の主な内容は以下のとおりです。 

  

３．当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、ストックオプションとして特に有利な条件をもって

新株予約権を発行することを、平成18年６月23日開催の定時株主総会において特別決議いたしました。 

(1) 新株予約権の割当を受ける者 

当社の執行役員及び使用人、当社子会社及び関連会社の取締役のうち当社取締役会で認められた者、及びそれ以

外で当社の事業価値向上に貢献できる者として当社取締役会で認められた者。 

(2) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

普通株式2,000株を上限とする。 

(3) 新株予約権の総数 

2,000個を上限とする。 

(4) 新株予約権の発行価額 

無償とする。 

(5) 新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額 

１株当りの払込価額は、新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）におけ

る大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」市場の当社普通株式の普通取引の終値の平均値

に1.05を乗じた金額（1円未満の端数は切上げ）とする。ただし、当該金額が新株予約権発行日の前日終値（取引

が成立しない場合にはそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

(6) 新株予約権の行使期間 

平成20年６月24日から平成23年６月23日までとする。 

  

  

(1) 借 入 実 行 日 ：平成18年４月５日 

(2) 借 入 金 額 ：70億円 

(3) 返 済 方 法 ：平成23年３月31日一括返済 

(4) 利   率 ：基準金利（６ヶ月TIBOR）+（0.5）％ 

(5) 担保提供及び保証 ：無し 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 
  

(注) １ （ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２ 新株予約権付社債の引受につきましては無利息で行われております。 

３ 新株予約権付社債の内容 

(注) なお、本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは、本社債の全額の償還に代えて当該本新

株予約権の行使に際して払込をなすべき額の、全額の払込とする請求があったものとみなしております。 

４ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

【借入金等明細表】 

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限 

ITX㈱ 

2008年満期円貨建
転換社債型新株予
約権付社債 
(注)２ 

平成15年 
２月５日 

10,000 10,000 ― 無担保社債 
平成20年
２月５日 

㈱アトラクス 第１回無担保社債 
平成17年 
３月31日 

300 300 

初回年
0.2％以降
６ヶ月
TIBOR＋
0.1％ 

無担保社債 
平成22年
３月31日 

東阪電子機器㈱ 第１回無担保社債 
平成17年 
２月28日 

―
84 
(32) 

初回年
0.2％以降
６ヶ月
TIBOR＋
0.1％ 

無担保社債 
平成20年
２月29日 

東阪電子機器㈱ 第２回無担保社債 
平成17年 
３月30日 

―
50 
(20) 

年0.45% 無担保社債 
平成20年
３月28日 

東阪電子機器㈱ 第３回無担保社債 
平成17年 
６月28日 

―
90 
(20) 

年0.65% 無担保社債 
平成22年
６月28日 

合計 ― ― 10,300 
  

10,524 
(72) 

― ― ― 

発行すべき 
株式の内容 

株式予約権
の発行価額 

株式の発行
価格 
(円) 

発行価額の
総額 
(百万円) 

新株予約権の行使
により発行した 
株式の発行価額 
の総額(百万円) 

新株予約権
の付与割合
(％) 

新株予約権 
の行使期間 

代用払込
に関する
事項 

ITX㈱ 
普通株式 

無償 99,800 10,000 ― 100

自 平成15年 
  ２月17日 
至 平成20年 
  １月20日 

(注)

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

72 10,072 50 320 10 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 15,299 21,240 0.83 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 12,978 7,163 2.04 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

46,046 51,834 1.69 
平成19年１月31日～
平成28年７月20日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 74,324 80,238 ― ― 



２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）のうち、当社決算期から見て返済期限が１年以内となっているものに

ついては、決算期が平成17年12月末の連結子会社に関する長期借入金であり、借入金額に重要性がないため当社決算期に

合わせた組替は行っておりません。 

３ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。) の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額は次のと

おりであります。 

   

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 6,976 5,267 13,769 22,219 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

    
第６期

(平成17年３月31日) 
第７期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金 ※３   6,237     4,146   

２ 売掛金     5,389     129   

３ 有価証券     1,200     1,199   

４ 前払費用     145     17   

５ 未収入金 ※２   4,080     1,332   

６ 未収還付法人税等     299     747   

７ 短期貸付金 ※２   4,967     2,981   

８ 預け金     1,200     1,200   

９ その他     71     71   

貸倒引当金     △0     △190   

流動資産合計     23,590 22.46   11,635 10.82 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物   118     93     

減価償却累計額   29 89   20 73   

(2) 器具及び備品   71     64     

減価償却累計額   51 20   47 16   

有形固定資産合計     110 (0.10)   89 (0.08)

２ 無形固定資産               

(1) 特許権     0     0   

(2) ソフトウェア     233     120   

(3) ソフトウェア仮勘定     4     ―   

無形固定資産合計     238 (0.23)   120 (0.11)

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     5,229     5,291   

(2) 投資育成有価証券     5,721     6,400   

(3) 関係会社株式     58,020     55,163   

(4) 投資育成関係会社株式 ※８   9,873     25,152   

(5) 投資育成関係会社社債     44     149   

(6) その他の投資育成関係
会社有価証券 

   829 1,421   

(7) 出資金     0     ―   

(8) 関係会社長期貸付金     22     2,119   

(9) 破産債権・再生債権・
更生債権その他これら
に準ずる債権 

   3,163 80   

(10) 長期前払費用     42     33   

(11) その他     354     190   

貸倒引当金     △2,200     △294   

投資その他の資産合計     81,102 (77.21)   95,707 (88.99)

固定資産合計     81,450 77.54   95,917 89.18 

資産合計     105,040 100.00   107,553 100.00 



  

  

  

    
第６期

(平成17年３月31日) 
第７期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)             

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金     5,175     77   

２ 短期借入金     4,460     11,700   

３ 一年内返済予定 
長期借入金 

 10,626 5,220 

４ 未払金     187     486   

５ 未払費用     181     238   

６ 未払法人税等     48     29   

７ 前受金     ―     2   

８ 預り金     27     33   

９ デリバティブ債務     3,325     1,646   

10 前受収益     1     ―   

流動負債合計     24,033 22.88   19,432 18.07 

Ⅱ 固定負債               

１ 新株予約権付社債     10,000     10,000   

２ 長期借入金     37,600     43,800   

３ 繰延税金負債     ―     65   

４ 退職給付引当金     217     208   

５ 役員退職慰労引当金     19     17   

６ 債務保証損失引当金     225     450   

固定負債合計     48,062 45.76   54,541 50.71 

負債合計     72,096 68.64   73,974 68.78 

 (資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※１   20,456 19.47   20,456 19.02 

Ⅱ 資本剰余金               

 １ 資本準備金     27,977     27,977   

   資本剰余金合計     27,977 26.63   27,977 26.01 

Ⅲ 利益剰余金               

 １ 当期未処理損失     15,579     14,950   

   利益剰余金合計     △15,579 △14.83   △14,950 △13.90 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     91 0.09   95 0.09 

   資本合計     32,944 31.36   33,579 31.22 

負債・資本合計     105,040 100.00   107,553 100.00 



② 【損益計算書】 

  
第６期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第７期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高               
１ 投資育成有価証券売上高 ※１ 13,144     3,033     
２ 商品売上高   92,787 105,931 100.00 53,014 56,048 100.00 

Ⅱ 売上原価               
１ 投資育成有価証券売上原 
  価 

※２  9,139 3,548 

２ 商品売上原価               
(1) 商品期首たな卸高   1     ―     
(2) 当期商品仕入高   91,762     52,396     
合計   91,763     52,396     

(3) 商品期末たな卸高   ― 91,763   ― 52,396   
売上原価合計     100,902 95.25   55,945 99.82 
売上総利益     5,028 4.75   102 0.18 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               
１ 役員報酬   86     93     
２ 給与手当   494     524     
３ 賞与   118     85     
４ 退職給付費用   79     38     
５ 役員退職慰労引当金繰入 
  額 

5 6   

６ 広告宣伝費   72     62     
７ 借地借家料   280     243     
８ 業務委託料   1,352     976     
９ 貸倒引当金繰入額   ―     9     
10 減価償却費   131     127     
11 その他   446 3,068 2.90 420 2,588 4.62 
営業利益又は 
営業損失(△) 

    1,960 1.85   △2,485 △4.44 

Ⅳ 営業外収益               
１ 受取利息   31     61     
２ 受取配当金 ※３ 1,559     1,827     
３ 投資有価証券売却益   0     313     
４ その他   171 1,762 1.66 20 2,223 3.97 

Ⅴ 営業外費用               
１ 支払利息   1,222     1,035     
２ スワップ損失   1,000     559     
３ その他   154 2,377 2.24 218 1,813 3.23 
経常利益又は 
経常損失(△) 

    1,344 1.27   △2,076 △3.70 

Ⅵ 特別利益               
１ 関係会社株式売却益 ※４ 6,009     2,117     
２ 貸倒引当金戻入益   404     29     
３ 遅延損害金   ― 6,413 6.06 396 2,543 4.53 
Ⅶ 特別損失               
１ 固定資産除売却損 ※５ 7     91     
２ 関係会社株式評価損   ―     497     
３ 貸倒引当金繰入額 ※６ ―     216     
４ 債務保証損失引当金繰入
額 

225 225   

５ 厚生年金基金脱退費用   51 283 0.27 ― 1,031 1.84 
税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

    7,474 7.06   △564 △1.01 

法人税、住民税 
及び事業税 

△371 △1,133   

法人税還付額   ― △371 △0.35 △61 △1,194 △2.13 
当期純利益     7,845 7.41   629 1.12 
前期繰越損失     23,425     15,579   
当期未処理損失     15,579     14,950   



③ 【損失処理計算書】 

  

    

    
第６期

株主総会承認日 
(平成17年６月23日) 

第７期 
株主総会承認日 
(平成18年６月23日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処理損失     15,579   14,950 

            

Ⅱ 次期繰越損失     15,579   14,950 

      



重要な会計方針 

  

  

第６期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第７期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券(投資育成目的を含む。)の評価基準及び評

価方法 

１ 有価証券(投資育成目的を含む。)の評価基準及び評

価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法によっております。 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格に基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定)によっております。 

 (2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法によっております。 

   なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組 
合への出資（証券取引法第２条第２項により有価
証券とみなされるもの）については、組合契約に
規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の
決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む
方法によっております。 

  時価のないもの 

同左 

    

２ デリバティブの評価基準 

  時価法によっております。 

２ デリバティブの評価基準 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  先入先出法による原価法によっております。 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法(ただし、建物(建物附属設備を除く。)は

定額法)によっております。又、少額減価償却資

産(取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却

資産)については、３年間で均等償却を行ってお

ります。 

   なお、主な耐用年数は、建物が８～50年、器具及

び備品が３～20年であります。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

   なお、自社利用目的のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   均等償却によっております。 

 (3) 長期前払費用 

同左 



  

  

第６期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第７期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

同左 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づき当事業年度

末において発生していると認められる額を計上し

ております。 

 (2) 退職給付引当金 

同左 

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員の退任による退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (4) 債務保証損失引当金 

   債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財

務状態の実情を勘案し、必要額を見積計上してお

ります。 

 (4) 債務保証損失引当金 

   同左 



  

  

第６期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第７期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

７ 収益及び費用の計上基準 

 (1) 投資育成有価証券の売上高及び売上原価 

   投資育成目的の有価証券の売却金額を投資育成有

価証券売上高として計上し、又、売却する投資育

成有価証券の帳簿価額及び評価損等を投資育成有

価証券売上原価として計上しております。 

７ 収益及び費用の計上基準 

 (1) 投資育成有価証券の売上高及び売上原価 

同左 

 (2) 投資育成関係会社株式の売上高及び売上原価 

   投資育成目的の関係会社株式の売却金額を投資育

成有価証券売上高として計上し、又、売却する投

資育成関係会社株式の帳簿価額及び評価損等を投

資育成有価証券売上原価として計上しておりま

す。 

 (2) 投資育成関係会社株式の売上高及び売上原価 

同左 

８ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

８ リース取引の処理方法 

同左 

９ ヘッジ会計の方法 ９ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

   ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債権

債務等については振当処理を行い、特例処理の要

件を充たす金利スワップについては特例処理を採

用しております。 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段    ヘッジ対象   

 為替予約取引 

  
  
外貨建金銭債権債務及び外貨建予

定取引 

金利スワップ 

取引 
  借入金 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

当社は、商品の輸出入に係る為替相場の変動リス

ク及び借入金に係る金利変動リスクの軽減のた

め、実需の範囲内で為替予約取引及び金利スワッ

プ取引を利用することとしております。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性の評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計と

を比率分析する方法により行っております。 

   ただし、為替予約取引及び金利スワップ取引のう

ちヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が同一で

あり、高い相関関係があると考えられるもの及び

金利スワップの特例処理の要件を充たしているも

のについては、有効性の判定を省略しておりま

す。 

 (4) ヘッジ有効性の評価の方法 

同左 

10 その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  (1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っております。 

  (2) 連結納税制度の適用 

当事業年度から連結納税制度を適用しておりま

す。 

10 その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  

  (2) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 



会計処理方法の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  

  

  

  

  

第６期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第７期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 
 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」
（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び
「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業
会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適
用指針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

第６期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第７期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（貸借対照表） 

１ 前期末まで流動資産の「その他」に含めて表示して

おりました「短期貸付金」は、資産合計100分の1を

超えることとなったため、区分掲記することにいた

しました。なお、前期末の流動資産の「その他」に

含めておりました「短期貸付金」は、803百万円で

あります。 

２ 前期末まで流動資産の「その他」に含めて表示して

おりました「預け金」は、資産合計100分の1を超え

ることとなったため、区分掲記することにいたしま

した。なお、前期末の流動資産の「その他」に含め

ておりました「預け金」は、1,000百万円でありま

す。 

３ 「証券取引法等の一部を改正する法律」（第97号）

が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１

日より適用となったこと及び「金融商品会計に関

する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が

平成17年２月15日付で改正されたことに伴い、当

営業年度から投資事業有限責任組合及びそれに類

する組合への出資を「出資金」から「投資有価証

券」及び「その他の投資育成関係会社有価証券」

に計上する方法に変更しました。 

なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれる

当該出資の額は749百万円、「その他の投資育成関

係会社有価証券」に含まれる当該出資の額は829百

万円であります。 

  

――――― 



追加情報 

  

第６期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第７期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――  １ 前事業年度において、「関係会社株式」として保
有していたテクマトリックス株式会社株式は、当
中間会計期間における一部売却に伴い、保有目的
を見直した結果、「投資育成関係会社株式」（当
事業年度末1,645百万円）に計上しております。 

  
２ 平成17年11月をもって、パソコン周辺機器OEM販売
取引を終了しております。当該取引は、OEMユーザ
ーへの販売を売上高に、OEM供給元からの仕入を売
上原価に計上しておりました。 

なお、従来の取引終了により、売上高及び売上原

価が減少することになりますが、前事業年度にお

ける平成16年12月から平成17年３月までの実績

は、売上高29,127百万円、売上原価28,878百万円

であります。 

  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

第６期 
(平成17年３月31日) 

第７期
(平成18年３月31日) 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

  

授権株式数     普通株式 820,480株

発行済株式総数   普通株式 490,240株

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

同左 

※２ 関係会社に対する債権債務のうち、主な内容は次

のとおりであります。 

短期貸付金 4,668百万円

※２ 関係会社に対する債権債務のうち、主な内容は次

のとおりであります。 

  

短期貸付金 2,981百万円

未収入金 1,326百万円

※３ 保証債務額1,766百万円の担保として供している

ものは次のとおりであります。 

定期預金 1,842百万円

※３ 保証債務額1,480百万円の担保として供している

ものは次のとおりであります。 

  

定期預金 1,629百万円

 ４ 偶発債務 

   銀行借入等に対する保証 

   上記のうち、309百万円については、双日㈱の債

務保証に対する再保証であります。 

㈱秋田ケーブルテレビ 1,245百万円

北ケーブルネットワーク㈱ 813   

その他(３社) 784  

合計 2,843百万円

 ４ 偶発債務 

   銀行借入等に対する保証 

   上記のうち、204百万円については、双日㈱の債

務保証に対する再保証であります。 

  

㈱秋田ケーブルテレビ 1,075百万円

北ケーブルネットワーク㈱ 657 

ケーブルネット埼玉㈱ 204 

合計 1,937百万円

 ５ 資本の欠損の額は、15,579百万円であります。  ５ 資本の欠損の額は、14,950百万円であります。 

  

 ６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に、

時価を付したことにより増加した純資産額は

91百万円であります。 

 ６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に、

時価を付したことにより増加した純資産額は

95百万円であります。 

  

 ７ 貸出コミットメントについて 

    当社は、運転資金の効率的な調達を行うために取

引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。 

   これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は、次のとおりであります。 

     

貸出コミットメント総額 22,000百万円

借入実行残高 3,960 

差引額 18,040百万円

 ７ 貸出コミットメントについて 

    当社は、運転資金の効率的な調達を行うために取

引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。 

   これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は、次のとおりであります。 

     

  

貸出コミットメント総額 18,000百万円

借入実行残高 11,700 

差引額 6,300百万円

※８               ――――― 

  

※８ このうち、消費貸借契約により貸し付けている有

価証券が34百万円含まれております。 

  



(損益計算書関係) 

  

  

第６期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第７期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ このうち投資育成有価証券売上高5,171百万円、

投資育成関係会社株式売上高7,972百万円が含ま

れております。 

  

※１ このうち投資育成有価証券売上高294百万円、投資育成関係会社株

式売上高2,739百万円が含まれております。 

  

※２ このうち投資育成有価証券売上原価892百万円、

投資育成有価証券評価損208百万円、投資育成関

係会社株式売上原価7,554百万円、投資育成関係

会社評価損466百万円、その他17百万円が含まれ

ております。 

  

※２ このうち投資育成有価証券売上原価122百万円、投資育成有価証券

評価損198百万円、投資育成関係会社株式売上原価646百万円、投

資育成関係会社評価損2,323百万円、その他258百万円が含まれて

おります。 

  

 関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

※３ 受取配当金 1,526百万円

※４ 関係会社株式売却益 6,009百万円

 関係会社に対するものは、次のとおりであります。 

  
  

※３ 受取配当金 1,783百万円

※４     ―――――   

※５        ――――― 

   

   

    

    

   

 ※５  固定資産除売却損の内訳は次の通りであります。 

固定資産除却損  

建物 42百万円

原状復帰費用等 42 

その他 6 

  91百万円

※６         ―――――  ※６ 貸倒引当金繰入額は関係会社に対するものであ  

ります。 



(リース取引関係) 

  

  

第６期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第７期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

器具及び備品 40 18 21

その他 26 7 18

合計 66 26 40

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

器具及び備品 43 28 15 

その他 26 12 13 

合計 69 40 28 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 14百万円

１年超 26 

合計 41百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 14百万円

１年超 16 

合計 31百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 20百万円

減価償却費相当額 19百万円

支払利息相当額 1百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 15百万円

減価償却費相当額 14百万円

支払利息相当額 0百万円

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

   ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   利息相当額の算定方法 

   ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

   利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

第６期(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

第７期(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

種類 貸借対照表計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円) 

子会社株式 3,570 9,081 5,511 

合計 3,570 9,081 5,511 

種類 貸借対照表計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円) 

子会社株式 870 957 87 

関連会社株式 1,645 4,407 2,761 

合計 2,515 5,364 2,849 



(税効果会計関係) 

  

  

第６期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第７期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産(流動) 

  

  繰延税金資産(固定) 

  

  

  繰延税金負債(固定) 

  

  

  賞与引当金損金算入限度超過額 42百万円

  事業税損金算入額 18  

  その他 5  

  計 65百万円

  
投資有価証券等評価損損金 
不算入額 

1,504百万円

  
退職給付引当金損金算入 
限度超過額 

85  

  
債務保証損失引当金損金 
不算入額 

91  

  繰延消費税損金算入限度超過額 14  

  繰越欠損金 10,123  

  その他 17  

  計 11,837百万円

  繰延税金資産小計 11,903百万円

  評価性引当金 △11,866  

  繰延税金資産合計 37百万円

  その他有価証券評価差額金 △37百万円

  繰延税金負債合計 △37百万円

  繰延税金資産(負債)の純額 ―百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産(流動) 

  

  繰延税金資産(固定) 

  

  

  繰延税金負債(固定) 

  

  

  賞与引当金損金算入限度超過額 36百万円

  事業税損金算入額 17  

  その他 4  

  計 58百万円

投資有価証券等評価損損金
不算入額 

2,670百万円

退職給付引当金損金算入
限度超過額 

80  

債務保証損失引当金損金
不算入額 

183  

  貸倒引当金損金算入限度超過額 104  

  繰越欠損金 7,580  

  その他 26  

  計 10,645百万円

  繰延税金資産小計 10,704百万円

  評価性引当金 △10,704  

  繰延税金資産合計 ―百万円

  その他有価証券評価差額金 △65百万円

  繰延税金負債合計 △65百万円

  繰延税金資産(負債)の純額 △65百万円

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率              40.69％ 

 （調整） 

  交際費等永久に損金に算入され       0.17 

  ない項目 

    受取配当金等永久に益金に算入      △6.00 

  されない項目 

    住民税均等割等              0.05 

    評価性引当額の増減          △37.79 

  その他                △2.09 

    税効果会計適用後の法人税等の負担率  △4.97％ 

  

  

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

   

    税引前当期純損失となったため、注記の記載を省略

しております。 

  

  



 (１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後の１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

第６期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第７期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 67,200.97円 １株当たり純資産額 68,495.66円

１株当たり当期純利益 16,004.05円 １株当たり当期純利益 1,284.89円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

13,288.10円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

1,066.84円

  
第６期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第７期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 損益計算書上の当期純利益   7,845百万円 629百万円 

 普通株式に係る当期純利益   7,845百万円 629百万円 

 普通株主に帰属しない金額   ――――― ――――― 

 普通株式の期中平均株式数   490,240株 490,240株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算
定に用いられた普通株式増加数の主要な内
訳 
新株予約権付社債１種類 

  
  

100,200株 

 
  
  

100,200株 

普通株式増加数 100,200株 100,200株 

  
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要 

――――― 新株予約権１種類（新株予約
権の数 5,190個）。 
概要は、「第４ 提出会社の
状況、（２）新株予約権等の
状況」に記載のとおりであり
ます。 



(重要な後発事象) 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当社は、商法第280条の20及び第280条の21の規定に基づき、ストックオプションとして特に有利な条件をもって新株

予約権を発行することを、平成17年６月23日開催の定時株主総会において特別決議いたしました。 

(1) 新株予約権の割当を受ける者 

当社の取締役、執行役員及び使用人、当社子会社及び関連会社の取締役のうち当社取締役会で認められた者、及

びそれ以外で当社の事業価値向上に貢献できる者として当社取締役会で認められた者とする。 

(2) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

普通株式6,000株を上限とする。 

(3) 新株予約権の総数 

6,000個を上限とする。 

(4) 新株予約権の発行価額 

無償とする。 

(5) 新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額 

１株当りの払込価額は、新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）におけ

る大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」市場の当社株式の普通取引の終値の平均値に

1.05を乗じた金額（1円未満の端数は切上げ）とする。ただし、当該金額が新株予約権発行日の前日終値（取引が

成立しない場合にはそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

(6) 新株予約権の行使期間 

平成19年６月24日から平成22年６月23日までとする。 

  

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１．平成18年４月28日開催の取締役会において、平成17年６月23日開催の当社第６回定時株主総会での決議に基づき、

下記発行条件にてストックオプションとして新株予約権の第二次付与を決議いたしました。 

(1) 新株予約権の発行日 

平成18年４月28日 

(2) 新株予約権の発行数 

455個（新株予約権1個につき1株） 

(3) 新株予約権の発行価額 

無償 

(4) 新株予約権の目的となる株式総数 

当社普通株式 455株 

(5) 新株予約権の行使に際しての払込金額 

1株につき219,689円 

(6) 新株予約権の行使により新株を発行する場合の発行価額のうち、資本に組み入れる額 

1株につき109,845円 

(7) 新株予約権の行使により発行する株式の発行価額の総額 

99,958,495円 

(8) 新株予約権の行使期間 

平成19年６月24日から平成22年６月23日まで 

(9) 新株予約権の割当を受ける者 

当社の使用人及び当社子会社の取締役 

     



２．当社は、今後の運転資金に充当するため平成18年３月28日付けでタームローン契約を株式会社 

三菱東京UFJ銀行と締結しております。 

タームローン契約の主な内容は以下のとおりです。 

  

３．当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、ストックオプションとして特に有利な条件をもって

新株予約権を発行することを、平成18年６月23日開催の定時株主総会において特別決議いたしました。 

(1) 新株予約権の割当を受ける者 

当社の執行役員及び使用人、当社子会社及び関連会社の取締役のうち当社取締役会で認められた者、及びそれ以

外で当社の事業価値向上に貢献できる者として当社取締役会で認められた者。 

(2) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

普通株式2,000株を上限とする。 

(3) 新株予約権の総数 

2,000個を上限とする。 

(4) 新株予約権の発行価額 

無償とする。 

(5) 新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額 

１株当りの払込価額は、新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）におけ

る大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」市場の当社普通株式の普通取引の終値の平均値

に1.05を乗じた金額（1円未満の端数は切上げ）とする。ただし、当該金額が新株予約権発行日の前日終値（取引

が成立しない場合にはそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

(6) 新株予約権の行使期間 

平成20年６月24日から平成23年６月23日までとする。 

  

  

(1) 借 入 実 行 日 ：平成18年４月５日 

(2) 借 入 金 額 ：70億円 

(3) 返 済 方 法 ：平成23年３月31日一括返済 

(4) 利   率 ：基準金利（６ヶ月TIBOR）+（0.5）％ 

(5) 担 保提供及び保証 ：無し 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  
  

銘柄 株式数(株) 
貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 
  

その他有価証 
券 

㈱ＵＳＥＮ 1,087,760 3,051 

    イーバンク銀行㈱ 3,040 197 

    アリジェン㈱ 4,150 180 

    Inpharamatica Ltd. 1,443,434 102 

    TiGenix NV 200,000 99 

    ナノキャリア㈱ 1,660 99 

    ㈱日本イー・エム・シー 3,000 99 

    アルブラスト㈱ 647 97 

    Chongqing Haifu Technology Co.,Ltd 664,500 97 

    ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ㈱ 504 75 

    その他18銘柄 767,453 415 

    小計 4,176,148 4,515 

投資育成有価 
証券 

その他有価証 
券 

㈱ＵＣＯＭ 49,260 3,941 

    シーエムアイ㈱ 1,000,000 600 

    Wisdomain, Inc. 360,000 219 

    Arrow Therapeutics Limited. 2,830,260 168 

    ㈱ＶＳＮ 2,484 109 

    Hunter-Fleming Ltd. 283,000 101 

    サイバーレーザー㈱ 250 100 

    ㈱ジェー・シー・ディ 400 100 

    イー・ステージ㈱ 833 99 

    ㈱エーシーティー・エルエスアイ 60,000 96 

    その他24銘柄 17,091,499 664 

    小計 21,677,986 6,202 

計 25,854,134 10,717 



【債券】 

  

  
  

【その他】 

  

銘柄 
券面総額
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

有価証券 
その他有価証 
券 

第377回政府短期証券 1,199 1,199 

投資育成有価
証券 

その他有価証 
券 

公社債 ３銘柄 198 198 

計 1,397 1,397 

種類及び銘柄 投資口数等 
貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 
その他有価証 
券 

TVM V LIFE SCIENCE VENTURES GMBH & 
CO.KG 

― 420 

投資事業有限責任組合及びそれに類す
る組合への出資 ７銘柄 

12 356 

計 12 776 



【有形固定資産等明細表】 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

 建物 118 33 58 93 20 7 73 

器具及び備品 71 5 12 64 47 6 16 

有形固定資産計 190 38 71 157 68 13 89 

無形固定資産               

 特許権 0 ― ― 0 ― 0 0 

 ソフトウェア 726 7 15 718 598 113 120 

 ソフトウェア 
 仮勘定 

4 ― 4 ― ― ― ― 

無形固定資産計 731 7 19 719 598 113 120 

長期前払費用 264 14 0 278 245 23 33 



【資本金等明細表】 

  

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額及び、前期引当済み債権の回収による戻入額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 20,456 ― ― 20,456 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (490,240) (―) (―) (490,240)

普通株式 (百万円) 20,456 ― ― 20,456 

計 (株) (490,240) (―) (―) (490,240)

計 (百万円) 20,456 ― ― 20,456 

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金 
 株式払込剰余金  

(百万円) 27,977 ― ― 27,977 

計 (百万円) 27,977 ― ― 27,977 

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (百万円) ― ― ― ― 

任意積立金 (百万円) ― ― ― ― 

計 (百万円) ― ― ― ― 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 2,200 484 2,170 30 484 

役員退職慰労引当金 19 6 8 ― 17 

債務保証損失引当金 225 225 ― ― 450 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 売掛金 

相手先別内訳 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

③ 関係会社株式 

  

(注) ( )内は会社数を表示しております。 

区分 金額(百万円) 

預金   

当座預金 1,816 

普通預金 513 

定期預金 1,817 

合計 4,146 

相手先 金額(百万円) 

日本ケミカルリサーチ㈱ 66 

ニポン㈱ 25 

DAPHARCO DANANG PHARMACEUTICAL-MEDICAL EQUIPMENT 

J.S CO 
16 

オリンパス㈱ 8 

ITX International Holdings,Inc. 5 

その他 6 

合計 129 

前期繰越高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

5,389 53,021 58,281 129 99.7 18.9 

種類 金額(百万円) 

国内上場株式(１) 870 

国内非上場株式(９) 47,282 

海外非上場株式(３) 7,010 

合計 55,163 



④ 投資育成関係会社株式 

  

(注) ( )内は会社数を表示しております。 

  

⑤ 買掛金 

相手先別内訳 

  

⑥ 短期借入金 

  

  

種類 金額(百万円) 

国内上場株式(１) 1,645 

国内非上場株式(21) 23,506 

合計 25,152 

相手先 金額(百万円) 

OLYMPUS SINGAPORE PTE LTD 47 

オリンパスメディカルシステムズ㈱ 23 

その他 6 

合計 77 

借入先 金額(百万円) 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 3,250 

㈱三井住友銀行 3,250 

㈱みずほ銀行 1,950 

㈱あおぞら銀行 1,300 

住友信託銀行㈱ 1,300 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 650 

合計 11,700 



⑦ 一年内返済予定長期借入金 
  

  

⑧ 新株予約権付社債 
  

  

⑨ 長期借入金 
  

  

借入先 金額(百万円) 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 3,200 

住友信託銀行㈱ 680 

㈱三井住友銀行 600 

農林中央金庫 440 

大同生命保険㈱ 200 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 100 

合計 5,220 

銘柄 金額(百万円) 

2008年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債 10,000 

合計 10,000 

借入先 金額(百万円) 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 19,200 

㈱三井住友銀行 12,200 

㈱みずほ銀行 4,500 

農林中央金庫 2,900 

㈱あおぞら銀行 2,000 

住友信託銀行㈱ 1,000 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,000 

㈱りそな銀行 500 

㈱八十二銀行 500 

合計 43,800 



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注）平成18年６月23日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当社の公告方法は次のとおりとなりました。 

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができな

い場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

なお、電子公告は、当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりである。 

http://www.itx-corp.co.jp/jp/ir/index.html 

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券、1,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

株券喪失登録に 
伴う手数料 

１.喪失登録   １件につき10,000円に消費税を加算した額 

   ２.喪失登録株券 １枚につき500円に消費税を加算した額 

端株の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店 

  買取手数料 無料 

公告掲載新聞名 日本経済新聞（注） 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等オリンパス株式会社は、継続開示会社であります。 

なお、上場取引所は以下のとおりです。 

株式会社東京証券取引所 （東京証券取引所 市場第１部） 

株式会社大阪証券取引所 （大阪証券取引所 市場第１部） 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第６期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月23日 
関東財務局長に提出。 

          
(2) 臨時報告書     

  
(1) 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号 

（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生）の規定
に基づくもの 

  
平成17年９月22日 
関東財務局長に提出。 

  
(2) 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号 

（特定子会社の異動）の規定に基づくもの 
  
平成18年１月10日 
関東財務局長に提出。 

          
(3) 有価証券届出書 

及びその添付書類 
ストックオプション制度に伴う新株予約権発行 

  
平成17年９月28日 
関東財務局長に提出。 

        
(4) 有価証券届出書の 

訂正報告書 
上記（3）に係る訂正届出書であります 

  
平成17年９月29日 
平成17年10月６日 
関東財務局長に提出。 

          

(5) 半期報告書 (第７期中) 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

  
平成17年12月12日 
関東財務局長に提出。 

       
        



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  

  

平成17年６月23日

アイ・ティー・エックス株式会社 

(定款上の商号 ITX株式会社) 

取締役会  御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアイ・

ティー・エックス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ア

イ・ティー・エックス株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人   

      

指定社員
業務執行社員

  公認会計士 柿沼 幸二 ㊞ 

      

指定社員
業務執行社員

  公認会計士 山口 直志 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  

  

平成18年６月23日

アイ・ティー・エックス株式会社 

(定款上の商号 ITX株式会社) 

取締役会  御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアイ・

ティー・エックス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ア

イ・ティー・エックス株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                 以  上

  

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人   

      

指定社員
業務執行社員

  公認会計士 沖  恒弘 ㊞ 

      

指定社員
業務執行社員

  公認会計士 柿沼 幸二 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  

  

平成17年６月23日

アイ・ティー・エックス株式会社 

(定款上の商号 ITX株式会社) 

取締役会  御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアイ・

ティー・エックス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アイ・

ティー・エックス株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人   

      

指定社員
業務執行社員

  公認会計士 柿沼 幸二 ㊞ 

      

指定社員
業務執行社員

  公認会計士 山口 直志 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  

  

平成18年６月23日

アイ・ティー・エックス株式会社 

(定款上の商号 ITX株式会社) 

取締役会  御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアイ・

ティー・エックス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アイ・

ティー・エックス株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                              以  上

  

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人   

      

指定社員
業務執行社員

  公認会計士 沖  恒弘 ㊞ 

      

指定社員
業務執行社員

  公認会計士 柿沼 幸二 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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